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事 務 連 絡 

令和３年３月 26日 

 

都道府県 

各 指定都市 介護保険主管部（局） 御中 

中 核 市 

 

厚生労働省老健局老 人 保 健 課 

高 齢 者 支 援 課 

認知症施策・地域介護推進課 

 

 

「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３月 26日）」

の送付について 

 

 

介護保険制度の運営につきましては、平素より種々ご尽力をいただき、厚く御

礼申し上げます。 

「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３月 26 日）」

を送付いたしますので、貴県又は貴市におかれましては、御了知の上、管下市町

村又は事業所等への周知を徹底し、その取扱いに当たっては遺漏なきよう、よろ

しくお願い申し上げます。 



1 

 

 

 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３） 

（令和３年３月 26日） 

 

【全サービス共通】 

問１ 居宅療養管理指導や居宅介護支援などの小規模な事業者では、実質的に従業者が

１名だけということがあり得る。このような事業所でも虐待防止委員会の開催や研修

を定期的にしなければならないのか。 

（答） 

・ 虐待はあってはならないことであり、高齢者の尊厳を守るため、関係機関との連携を密

にして、規模の大小に関わりなく虐待防止委員会及び研修を定期的に実施していただき

たい。小規模事業所においては他者・他機関によるチェック機能が得られにくい環境にあ

ることが考えられることから、積極的に外部機関等を活用されたい。 

 

・ 例えば、小規模事業所における虐待防止委員会の開催にあたっては、法人内の複数事業

所による合同開催、感染症対策委員会等他委員会との合同開催、関係機関等の協力を得て

開催することが考えられる。 

 

・ 研修の定期的実施にあたっては、虐待防止委員会同様法人内の複数事業所や他委員会と

の合同開催、都道府県や市町村等が実施する研修会への参加、複数の小規模事業所による

外部講師を活用した合同開催等が考えられる。 

 

○ 指定基準の記録の整備の規定について 

問２ 指定基準の記録の整備の規定における「その完結の日」の解釈が示されたが、指定

権者が独自に規定を定めている場合の取扱い如何。 

（答） 

・ 指定権者においては、原則、今回お示しした解釈に基づいて規定を定めていただきたい。 

 

・ なお、指定権者が独自に規定を定めている場合は、当該規定に従っていれば、指定基準

違反になるものではない。 
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【全サービス（無資格者がいない訪問系サービス（訪問入浴介護を除く）、福祉用具貸与、

居宅介護支援を除く）】 

○ 認知症介護基礎研修の義務づけについて 

問３ 養成施設及び福祉系高校で認知症に係る科目を受講したが介護福祉士資格は有し

ていない者は、義務づけの対象外とすることが可能か。 

（答） 

  養成施設については卒業証明書及び履修科目証明書により、事業所及び自治体が認知

症に係る科目を受講していることが確認できることを条件として対象外とする。なお、福

祉系高校の卒業者については、認知症に係る教育内容が必修となっているため、卒業証明

書により単に卒業が証明できれば対象外として差し支えない。 

 

問４ 認知症介護実践者研修の修了者については、義務づけの対象外とすることが可能

か。 

（答） 

 認知症介護実践者研修、認知症介護実践リーダー研修、認知症介護指導者研修等の認知

症の介護等に係る研修を修了した者については、義務づけの対象外として差し支えない。 

 

問５ 認知症サポーター等養成講座の修了者については、義務づけの対象外とすること

が可能か。 

（答） 

  認知症サポーター等養成講座は、認知症について正しく理解し、認知症の人や家族を温

かく見守り、支援する応援者を養成するものであるが、一方で、認知症介護基礎研修は認

知症介護に携わる者が認知症の人や家族の視点を重視しながら、本人主体の介護を実施

する上での、基礎的な知識・技術及び理念を身につけるための研修であり、その目的・内

容が異なるため、認知症サポーター等養成講座修了者は、義務付けの対象外とはならない。 

 

問６ 人員配置基準上、従業者の員数として算定される従業者以外の者や、直接介護に携

わる可能性がない者についても、義務付けの対象となるのか 

（答） 

 人員配置基準上、従業者の員数として算定される従業者以外の者や、直接介護に携わる

可能性がない者については、義務付けの対象外である。一方で、義務付けの趣旨を踏まえ、

認知症介護に携わる者が認知症の人や家族の視点を重視しながら、本人主体の介護を実

施するためには、人員配置基準上、従業者の員数として算定される従業者以外の者や、直

接介護に携わらない者であっても、当該研修を受講することを妨げるものではなく、各施

設において積極的に判断いただきたい。  
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○ 外国人介護職員への認知症介護基礎研修の義務付けについて 

問７ 外国人介護職員についても、受講が義務づけられるのか。 

（答） 

 ＥＰＡ介護福祉士、在留資格「介護」等の医療・福祉関係の有資格者を除き、従業員の

員数として算定される従業者であって直接介護に携わる可能性がある者については、在

留資格にかかわらず、義務づけの対象となる。 

 

問８ 外国人技能実習生が認知症介護基礎研修を受講する場合、技能実習計画には記載

する必要があるのか。 

（答） 

 認知症介護基礎研修は、法令等に基づき受講が義務づけられるものであることから、技

能実習制度運用要領第４章第２節第３（２）を踏まえ、技能実習計画への記載は不要であ

る（令和６年３月までの間、努力義務として行う場合も同様。）。なお、受講に係る給与や

時間管理が通常の技能実習と同様に行われることや、研修の受講状況について、技能実習

指導員が適切に管理することが必要である。 

 

問９ 事業所が外国人技能実習生に認知症介護基礎研修を受講させる場合、入国後講習

中や新型コロナウイルス感染症対策のための入国後 14日間の自宅等待機期間中に受講

させてもよいか。 

（答） 

・ 入国後講習中の外国人技能実習生については、入国後講習の期間中は業務に従事させな

いこととされていることから、認知症介護基礎研修を受講させることはできない。一方、

新型コロナウイルス感染症対策のための入国後 14日間の自宅等待機期間中であって入国

後講習中ではない外国人技能実習生については、受入企業との間に雇用関係がある場合

に限り、認知症介護基礎研修（オンラインで実施されるものに限る。）を受講させること

ができる。 

 

・ なお、実際の研修受講にあたっての取扱い等（※）については、実施主体である都道府

県等により異なる場合があることにご留意いただきたい。 

（※）研修の受講方法（ｅラーニング、Zoom等による双方向型のオンライン研修、集合

研修）、料金（補助の有無等）、受講枠など 
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問 10 外国人介護職員が研修内容を理解して受講できるように、多言語化された研修教

材は提供されるのか。 

（答） 

 令和３年度中に、日本語能力試験のＮ４レベルを基準としたｅラーニング教材の作成

を行うとともに、介護分野の在留資格「特定技能」に係る試験を実施している言語（フィ

リピン、インドネシア、モンゴル、ネパール、カンボジア、ベトナム、中国、タイ、ミャ

ンマーの言語）を基本として外国人介護職員向けのｅラーニング補助教材を作成するこ

とを予定している。 
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【（介護予防）訪問看護】  

○ 看護体制強化加算について 

問 11 看護体制強化加算に係る経過措置について、令和５年４月１日以後に「看護職員

の離職等」により基準に適合しなくなった場合の経過措置で、看護職員の採用に関する

計画について具体的な様式は定められているのか。 

（答） 

様式は定めていない。 

 

○理学療法士等による訪問看護について 

問 12 理学療法士、作業療法士及び言語聴覚士による訪問看護は、訪問看護事業所のう

ち、訪問看護ステーションのみで行われ、訪問看護計画書及び訪問看護報告書は、看護

職員（准看護師を除く）と理学療法士、作業療法士及び言語聴覚士が連携し作成するこ

とが示されたが、具体的にはどのように作成すればよいのか。 

（答） 

・ 訪問看護ステーションの理学療法士、作業療法士及び言語聴覚士（以下、理学療法士等

という。）が訪問看護を行っている利用者の訪問看護計画書及び訪問看護報告書について

は、当該訪問看護ステーションの看護職員（准看護師除く）と理学療法士等が利用者等の

情報を共有した上で、「訪問看護計画書及び訪問看護報告書等の取扱いについて」（平成

12 年３月 30 日老企第 55号）に示す様式に準じて提供したサービス等の内容を含めて作

成することとしており、これにより適切な訪問看護サービスが行われるよう連携を推進

する必要がある。 

 

・ なお、看護職員と理学療法士等との連携の具体的な方法については、「訪問看護事業所

における看護職員と理学療法士等のより良い連携のための手引き（第２版）」（平成 29年

度厚生労働健康増進等事業訪問看護事業における看護職員と理学療法士等のより良い連

携のあり方に関する調査研究事業〈全国訪問看護事業協会〉においても示されており、必

要に応じて参考にしていただきたい。 

 

※ 平成 30年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（平成 30年３月 23日）問 19は削

除する。 
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問 13 理学療法士・作業療法士・言語聴覚士による介護予防訪問看護について、当該事

業所においてサービスを継続しているが、要介護認定の状態から要支援認定へ変更と

なった場合の 12月の取扱如何。 

（答） 

法第 19条第２項に規定する要支援認定の効力が生じた日以降で、理学療法士・作業療

法士・言語聴覚士による当該サービスを利用開始した日が属する月をもって、利用が開始

されたものとする。ただし、要支援の区分が変更された場合（要支援１から要支援２への

変更及び要支援２から要支援１への変更）はサービスの利用が継続されているものとみ

なす。 

 

【訪問看護】 

※ 平成 24 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（平成 24 年３月 16 日）問 23、問

24は削除する。 

  



7 

 

 

 

【訪問リハビリテーション、通所リハビリテーション】 

○ 移行支援加算について 

問 14 移行支援加算における評価対象期間において指定訪問リハビリテーションの提供

を終了した者には、当該事業所の指定訪問リハビリテーション利用を中断したのちに

再開した者も含まれるのか。 

（答） 

・ 移行支援加算における評価対象期間において指定訪問リハビリテーションの提供を終

了した者とは、当該訪問リハビリテーション事業所の利用を終了し、評価対象期間に利用

を再開していない者をいう。なお通所リハビリテーションにおいても同様に取り扱う。 

 

・ なお、終了後に３月以上が経過した場合で、リハビリテーションが必要であると医師が

判断し当該事業所の利用を再開した時は、新規利用者とみなすことができる。この場合は

評価対象期間に再開した場合でも、終了した者として取り扱う。 

 

【訪問リハビリテーション、通所リハビリテーション】 

※ 平成 30年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.６）（平成 30年８月６日）問１は削除

する。 

 

【訪問リハビリテーション】 

※ 平成 27年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（平成 27年４月１日）問 91、問 93

は削除する。 

※ 平成 30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（平成 30 年３月 23 日）問 55、問

56、問 64は削除する。 
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【居宅療養管理指導、通所系サービス、看護小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生

活介護】 

○ 管理栄養士による居宅療養管理指導、栄養アセスメント加算、栄養改善加算、栄養管理

体制加算について 

問 15 外部との連携について、介護保険施設の場合は「栄養マネジメント強化加算の算

定要件として規定する員数を超えて管理栄養士を置いているもの又は常勤の管理栄養

士を１名以上配置しているものに限る。」とあるが、栄養マネジメント強化加算を算定

せず、介護保険施設に常勤の管理栄養士が１名いる場合は、当該施設の管理栄養士が兼

務できるのか。 

（答） 

入所者の処遇に支障がない場合には、兼務が可能である。ただし、人員基準において常

勤の栄養士又は管理栄養士を１名以上配置することが求められる施設（例：100床以上の

介護老人保健施設）において、人員基準上置くべき員数である管理栄養士については、兼

務することはできない。 
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【通所系・居住系サービス、施設サービス共通事項】 

○ 科学的介護推進体制加算、自立支援促進加算、褥瘡マネジメント加算、排せつ支援加算、

栄養マネジメント強化加算について 

問 16 要件として定められた情報を「やむを得ない場合を除き、すべて提出すること」

とされていれるが、「やむを得ない場合」とはどのような場合か。 

（答） 

・ やむを得ない場合とは、例えば、通所サービスの利用者について、情報を提出すべき月

において、当該月の中旬に評価を行う予定であったが、緊急で月初に入院することとなり、

当該利用者について情報の提出ができなかった場合や、データを入力したにも関わらず、

システムトラブル等により提出ができなかった場合等、利用者単位で情報の提出ができ

なかった場合がある。 

 

・ また、提出する情報についても、例えば、全身状態が急速に悪化した入所者について、

必須項目である体重等が測定できず、一部の情報しか提出できなかった場合等であって

も、事業所・施設の利用者又は入所者全員に当該加算を算定することは可能である。 

 

・ ただし、情報の提出が困難であった理由について、介護記録等に明記しておく必要があ

る。 

 

問 17 ＬＩＦＥに提出する情報に、利用者の氏名や介護保険被保険者番号等の個人情報

が含まれるが、情報の提出に当たって、利用者の同意は必要か。 

（答） 

ＬＩＦＥの利用者登録の際に、氏名や介護保険被保険者番号等の個人情報を入力いた

だくが、ＬＩＦＥのシステムにはその一部を匿名化した情報が送られるため、個人情報を

収集するものではない。そのため、加算の算定に係る同意は必要ではあるものの、情報の

提出自体については、利用者の同意は必要ない。 

 

問 18 加算を算定しようと考えているが、例えば入所者のうち１人だけでも加算の算定

に係る同意が取れない場合には算定できないのか。 

（答） 

加算の算定に係る同意が得られない利用者又は入所者がいる場合であっても、当該者

を含む原則全ての利用者又は入所者に係る情報を提出すれば、加算の算定に係る同意が

得られた利用者又は入所者について算定が可能である。 
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○ Barthel Indexの読み替えについて 

問 19 科学的介護推進体制加算、ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)若しくは(Ⅱ)、自立支援促進加

算、個別機能訓練加算(Ⅱ)、リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)ロ若しくは(Ｂ)

ロ、リハビリテーションマネジメント計画書情報加算又は理学療法若しくは作業療法

及び言語聴覚療法に係る加算において、Barthel Index（ＢＩ）のデータ提出に際して、

老人保健健康増進等事業において一定の読み替え精度について検証されているＩＣＦ

ステージングから読み替えたものを提出してもよいか。 

（答） 

ＢＩの提出については、通常、ＢＩを評価する場合に相当する読み替え精度が内容の妥

当性を含め客観的に検証された指標について、測定者が、 

－ ＢＩに係る研修を受け、 

－ ＢＩへの読み替え規則を理解し、 

－ 読み替え精度等を踏まえ、必要に応じて、読み替えの際に、正確な BIを別途評価す

る 

等の対応を行い、提出することが必要である。 

 

【通所系・居住系サービス】 

※ 平成 30年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（平成 30年３月 23日）問 30、問

31は削除する。 

※ 平成 30年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.６）（平成 30年８月６日）問２は削

除する。 
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【通所介護、（介護予防）通所リハビリテーション、（介護予防）特定施設入居者生活介護、

地域密着型通所介護、（介護予防）認知症対応型通所介護、（介護予防）小規模多機能型居宅

介護、（介護予防）認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、看護

小規模多機能型居宅介護】 

○ 口腔・栄養スクリーニング加算について 

問 20 令和２年 10月以降に栄養スクリーニング加算を算定した事業所において、令和３

年４月に口腔・栄養スクリーニング加算を算定できるか。 

（答） 

算定できる。 
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【通所介護、通所リハビリテーション、地域密着型通所介護、（介護予防）認知症対応型通

所介護】 

○ ３％加算及び規模区分の特例（３％加算の年度内での算定可能回数）  

問 21 新型コロナウイルス感染症の影響により利用延人員数が減少した場合、３％加算

算定の届出は年度内に１度しか行うことができないのか。例えば、令和３年４月に利用

延人員数が減少し、令和３年５月に３％加算算定の届出を行い、令和３年６月から３％

加算を算定した場合において、令和３年６月に利用延人員数が回復し、令和３年７月を

もって３％加算の算定を終了した事業所があったとすると、当該事業所は令和３年度

中に再び利用延人員数が減少した場合でも、再度３％加算を算定することはできない

のか。 

（答） 

 感染症や災害（３％加算の対象となる旨を厚生労働省から事務連絡によりお知らせし

たものに限る。）によって利用延人員数の減少が生じた場合にあっては、基本的に一度

３％加算を算定した際とは別の感染症や災害を事由とする場合にのみ、再度３％加算を

算定することが可能である。 

 

※ 令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和３年３月 19日）問６は削除す

る。 
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○ ３％加算及び規模区分の特例（３％加算や規模区分の特例の終期） 

問 22 ３％加算や規模区分の特例の対象となる感染症又は災害については、これが発生

した場合、対象となる旨が厚生労働省より事務連絡で示されることとなっているが、対

象となった後、同感染症又は災害による３％加算や規模区分の特例が終了する場合も

事務連絡により示されるのか。 

（答） 

・ 新型コロナウイルス感染症による３％加算や規模区分の特例にかかる取扱いは、今後

の感染状況等を踏まえ、厚生労働省にて終期を検討することとしており、追って事務連

絡によりお示しする。 

 

・ なお、災害については、これによる影響が継続する期間等は地域によって異なること

も想定されることから、特例の終期については、厚生労働省から考え方をお示しする、

又は基本的に都道府県・市町村にて判断する等、その在り方については引き続き検討を

行った上で、お示ししていくこととする。 

 

※ 令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和３年３月 19日）問８は削除す

る。 

 

○ 所要時間区分の設定 

問 23 所要時間区分（６時間以上７時間未満、７時間以上８時間未満等）は、あらかじ

め事業所が確定させておかなければならないのか。利用者ごとに所要時間区分を定め

ることはできないのか。 

（答） 

  各利用者の通所サービスの所要時間は、利用者の心身の状況、希望及びその置かれてい

る環境を踏まえて作成される通所サービス計画に位置づけられた内容によって個別に決

まるものであり、各利用者の所要時間に応じた区分で請求することとなる。運営規程や重

要事項説明書に定める事業所におけるサービス提供時間は、これらを踏まえて適正に設

定する必要がある。 

 

※ 平成 24年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.２）（平成 24年３月 30日）問９は削除

する。 
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○ サービス提供にあたっての所要時間と所要時間区分の考え方 

問 24 各所要時間区分の通所サービス費を請求するにあたり、サービス提供時間の最低

限の所要時間はあるのか。 

（答） 

・ 所要時間による区分は現に要した時間ではなく、通所サービス計画に位置づけられた通

所サービスを行うための標準的な時間によることとされており、例えば通所介護計画に

位置づけられた通所介護の内容が８時間以上９時間未満であり、当該通所介護計画書ど

おりのサービスが提供されたのであれば、８時間以上９時間未満の通所介護費を請求す

ることになる。 

 

・ ただし、通所サービスの提供の開始に際しては、予めサービス提供の内容や利用料等の

重要事項について、懇切丁寧に説明を行った上で同意を得ることとなっていることから、

利用料に応じた、利用者に説明可能なサービス内容となっている必要があることに留意

すること。 

 

※ 平成 24年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.１）（平成 24年３月 16日）問 58は削

除する。 

  

問 25 １人の利用者に対して、７時間の通所介護に引き続いて５時間の通所介護を行っ

た場合は､それぞれの通所介護費を算定できるのか。 

（答） 

・ それぞれのプログラムが当該利用者の心身の状況や希望等に応じて作成され､当該プロ

グラムに従って､単位ごとに効果的に実施されている場合は､それぞれの単位について算

定できる。なおこの場合にあっても１日につき算定することとされている加算項目は、当

該利用者についても当該日に１回限り算定できる。 

 

・ 単に日中の通所介護の延長として夕方に通所介護を行う場合は、通算時間は 12時間と

して、９時間までの間のサービス提供に係る費用は所要時間８時間以上９時間未満の場

合として算定し９時間以降 12時間までの間のサービス提供に係る費用は、延長加算を算

定（または延長サービスに係る利用料として徴収）する。 

 

※ 平成 24年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.１）（平成 24年３月 16日）問 64は削

除する。 
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○ サービス提供時間を短縮した場合の所要時間区分の考え方 

問 26 「当日の利用者の心身の状況から、実際の通所サービスの提供が通所サービス計

画上の所要時間よりもやむを得ず短くなった場合には通所サービス計画上の単位数を

算定して差し支えない。」とされているが、具体的にどのような内容なのか。 

（答） 

・ 通所サービスの所要時間については､現に要した時間ではなく、通所サービス計画に位

置付けられた内容の通所サービスを行うための標準的な時間によることとされている。 

 

・ こうした趣旨を踏まえ、例えば８時間以上９時間未満のサービスの通所介護計画を作成

していた場合において、当日サービス提供途中で利用者が体調を崩したためにやむを得

ず７時間 30分でサービス提供を中止した場合に当初の通所介護計画による所定単位数を

算定してもよいとした。（ただし、利用者負担の軽減の観点から､通所介護計画を変更した

上で７時間以上８時間未満の所定単位数を算定してもよい。） 

 

・ こうした取扱いは､サービスのプログラムが個々の利用者に応じて作成され､当該プロ

グラムに従って､単位ごとに効果的に実施されている事業所において行われることを想

定しており､限定的に適用されるものである。当初の通所介護計画に位置付けられた時間

よりも大きく短縮した場合は､当初の通所介護計画を変更し､再作成されるべきであり､

変更後の所要時間に応じた所定単位数を算定しなければならない。 

 

（例）通所介護計画上７時間以上８時間未満の通所介護を行う予定であった利用者につ

いて 

① 利用者が定期検診などのために当日に併設保険医療機関の受診を希望することに

より６時間程度のサービスを行った場合には､利用者の当日の希望を踏まえて当初

の通所サービス計画を変更し､再作成されるべきであり､６時間程度の所要時間に応

じた所定単位数を算定する。 

② 利用者の当日の希望により３時間程度の入浴のみのサービスを行った場合には､

利用者の当日の希望を踏まえて当初の通所サービス計画を変更し､再作成されるべ

きであり、３時間程度の所要時間に応じた所定単位数を算定する。 

③ 当日サービス提供途中で利用者が体調を崩したためにやむを得ず２時間程度でサ

ービス提供を中止した場合、当初の通所介護計画を変更し、再作成されるべきであり、

２時間程度の所要時間に応じた所定単位数を算定する。 

 （※所要時間２時間以上３時間未満の区分は、心身の状況その他利用者のやむを得な

い事情により、長時間のサービス利用が困難である利用者に対して算定するもので

あるが、当日の利用者の心身の状況から、実際の通所サービスの提供が通所サービス

計画上の所要時間よりも大きく短縮した場合は、通所サービス計画を変更の上、同区
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分での算定を行うこととしても差し支えない。） 

④ 当日サービス提供途中で利用者が体調を崩したためにやむを得ず１時間程度でサ

ービス提供を中止した場合、これに対応する所要時間区分がないため、通所介護費を

算定できない。 

 

※ 平成 24年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.１）（平成 24年３月 16日）問 59は削

除する。 
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○ 延長加算 

問 27 所要時間が８時間未満の場合でも、延長加算を算定することはできるか。 

（答） 

  延長加算は、所要時間８時間以上９時間未満の指定通所介護等を行った後に引き続き

日常生活上の世話を行った場合等に算定するものであることから、算定できない。 

 

問 28 サービス提供時間の終了後から延長加算に係るサービスが始まるまでの間はどの

ような人員配置が必要となるのか。 

（答） 

  延長加算は、所要時間８時間以上９時間未満の指定通所介護等を行った後に引き続き

日常生活上の世話を行った場合等に算定するものであることから、例えば通所介護等の

サービス提供時間を８時間 30分とした場合、延長加算は８時間以上９時間未満に引き続

き、９時間以上から算定可能である。サービス提供時間終了後に日常生活上の世話をする

時間帯（９時間に到達するまでの 30分及び９時間以降）については、サービス提供時間

ではないことから、事業所の実情に応じて適当数の人員を配置していれば差し支えない

が、安全体制の確保に留意すること。 

 

※ 平成 24年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.１）（平成 24年３月 16日）問 60は削

除する。 
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○ 延長サービスに係る利用料 

問 29 延長サービスに係る利用料はどのような場合に徴収できるのか。 

（答） 

  通常要する時間を超えた場合の延長サービスに係る利用料については、サービス提供

時間が９時間未満である場合において行われる延長サービスやサービス提供時間が 14時

間以上において行われる延長サービスについて徴収できるものである。また、サービス提

供時間が 14時間未満である場合において行われる延長サービスについて、延長加算にか

えて徴収することができる。（同一時間帯について延長加算に加えて利用料を上乗せして

徴収することはできない。）なお、当該延長加算を算定しない場合においては、延長サー

ビスに係る届出を行う必要はない。 

 

 （参考）延長加算及び延長サービスに係る利用料徴収の例 

  ① サービス提供時間が８時間であって、６時間延長サービスを実施する場合 

   →８時間までの間のサービス提供に係る費用は、所要時間区分が８時間以上９時間

未満の場合として算定し、９時間以降 14時間までの間のサービス提供に係る費用は、

延長加算を算定する。 

  ② サービス提供時間が８時間であって、７時間延長サービスを実施する場合 

 →８時間までの間のサービス提供に係る費用は、所要時間区分が８時間以上９時間

未満の場合として算定し、９時間以降 14時間までの間のサービス提供に係る費用は、

延長加算を算定し、14時間以降 15時間までの間のサービス提供に係る費用は、延長

サービスに係る利用料として徴収する。 

 

※ 平成 24年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.１）（平成 24年３月 16日）問 62は削

除する。 
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○ 送迎減算 

問 30 訪問介護員等による送迎で通所サービスを利用する場合、介護報酬はどのよう算

定すればよいか。 

（答） 

・ 送迎については、通所サービスの介護報酬において評価しており、利用者の心身の状況

により通所サービスの事業所の送迎車を利用することができないなど特別な事情のない

限り、訪問介護員等による送迎を別途訪問介護費として算定することはできない。 

 

・ ただし、利用者が、居宅から病院等の目的地を経由して通所サービスの事業所へ行く場

合や、通所サービスの事業所から病院等の目的地を経由して居宅へ帰る場合等、一定の条

件の下に、令和３年度から訪問介護費を算定することができることとする。 

 

・ なお、訪問介護員等により送迎が行われる場合、当該利用者が利用している通所サービ

スの事業所の従業者が当該利用者の居宅と事業所間の送迎を実施していないため、送迎

減算が適用されることに留意すること。 

 

※ 指定基準、介護報酬等に関するＱ＆Ａ（平成 18 年２月）問 48、平成 18 年４月改定関

係Ｑ＆Ａ（vol.１）（平成 18年３月 22日）問 57は削除する。 

 

問 31 Ａ事業所の利用者について、Ｂ事業所の従業者が当該利用者の居宅とＡ事業所と

の間の送迎を行った場合、送迎減算は適用されるのか。 

（答） 

  送迎減算は、送迎を行う利用者が利用している事業所の従業者（問中の事例であれば、

Ａ事業所の従業者）が当該利用者の居宅と事業所間の送迎を実施していない場合に適用

されるものであることから、適用される。ただし、Ｂ事業所の従業者がＡ事業所と雇用契

約を締結している場合は、Ａ事業所の従業者（かつＢ事業所の従業者）が送迎を実施して

いるものと解されるため、この限りではない。 
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問 32 Ａ事業所の利用者について、Ａ事業所が送迎に係る業務を委託した事業者により、

当該利用者の居宅とＡ事業所との間の送迎が行われた場合、送迎減算は適用されるの

か。 

（答） 

  指定通所介護等事業者は、指定通所介護等事業所ごとに、当該指定通所介護等事業所の

従業者によって指定通所介護等を提供しなければならないこととされている。ただし、利

用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務についてはこの限りではないことから、各通所

介護等事業所の状況に応じ、送迎に係る業務について第三者へ委託等を行うことも可能

である。なお、問中の事例について、送迎に係る業務が委託され、受託した事業者により、

利用者の居宅と事業所との間の送迎が行われた場合は、送迎減算は適用されない。 
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【通所介護、通所リハビリテーション、地域密着型通所介護】 

○ 栄養改善加算・口腔機能向上加算について 

問 33 それぞれ別の通所介護・通所リハビリテーション事業所にしている場合、それぞ

れの事業所で同時に栄養改善加算又は口腔機能向上加算を算定することはできるの

か。 

（答） 

御指摘の件については、ケアマネジメントの過程で適切に判断されるものと認識して

いるが、①算定要件として、それぞれの加算に係る実施内容等を勘案の上、１事業所にお

ける請求回数に限度を設けていること、②２事業所において算定した場合の利用者負担

等も勘案すべきことから、それぞれの事業所で栄養改善加算又は口腔機能向上加算を算

定することは基本的には想定されない。 

 

※ 平成 18年４月改定関係Ｑ＆Ａ（Vol.４)（平成 18年５月２日）問１の修正。 
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【通所介護、特定施設入居者生活介護、介護老人福祉施設、地域密着型通所介護、認知症

対応型通所介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設】 

○ ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)・(Ⅱ)について 

問 34 ＬＩＦＥを用いた Barthel Indexの提出は、合計値でよいのか。 

（答） 

令和３年度にＡＤＬ維持等加算を算定する場合に、ＬＩＦＥを用いて提出する Barthel 

Indexは合計値でよいが、令和４年度以降にＡＤＬ維持等加算を算定することを目的とし

て、Barthel Indexを提出する場合は、項目ごとの値を提出する必要がある。 

 

問 35 事業所又は施設において、評価対象利用期間が６月を超えるとは、どのような意

味か。 

（答） 

サービスの利用に当たり、６月以上のサービス提供に係る計画を策定し、支援を行って

いた場合において、計画期間の途中で当該サービスを利用していない月があったとして

も、当該月を除いて６月以上利用していれば評価対象者に含まれる。 

 

問 36 これまでＡＤＬ維持等加算を算定していなかった事業所又は施設が、令和３年度

又は令和４年度に新たに算定をしようとする場合の届出は、どのように行うのか。 

（答） 

・ 令和３年度に加算の算定を開始しようとする場合は、算定を開始しようとする月の前月

までに、介護給付費算定に係る体制等状況一覧表の「ＡＤＬ維持等加算［申出］の有無」

について、「２ あり」と届出を行う必要がある。加えて、加算の算定を開始しようとす

る月の末日までに、ＬＩＦＥ上でＡＤＬ利得に係る基準を満たすことを確認し、加算の請

求届出を行うこと。 

 

・ 令和４年度以降に加算の算定を開始しようとする場合は、算定を開始しようとする月の

前年同月に、介護給付費算定に係る体制等状況一覧表の「ＡＤＬ維持等加算［申出］の有

無」について、「２ あり」と届出を行う必要がある。加えて、加算の算定を開始しよう

とする月の末日までに、ＬＩＦＥ上でＡＤＬ利得に係る基準を満たすことを確認し、加算

の請求届出を行うこと。 

 

・ なお、「ＡＤＬ維持等加算［申出］の有無」について、「２ あり」と届け出たが、ＬＩ

ＦＥでの確認の結果、ＡＤＬ利得に係る基準を満たさなかった場合に、今後、ＡＤＬ維持

等加算を算定する意思がなければ、「ＡＤＬ維持等加算［申出］の有無」について、届出

を「１ なし」に変更すること。  
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問 37 これまでは、初めてＡＤＬ維持等加算を算定しようとする事業所は、前年度に「Ａ

ＤＬ維持等加算［申出］の有無」の届出を指定権者に届け出る必要があったが、これに

変更はあるのか。 

（答） 

令和３年度については、算定を開始しようとする月の前月までに申出を行うこと。令

和４年度以降に算定を開始しようとする場合は、当該算定を開始しようとする月の前年

同月に届出を行うこと。 

 

問 38 これまでＡＤＬ維持等加算の算定事業所は、国保連合会からの審査結果を踏まえ

て決定されていたが、このフローはどうなるのか。 

（答） 

各事業者がＬＩＦＥを用いてＡＤＬ利得が基準を満たすかどうかを確認するため、従

来のような国保連合会からの審査結果は送付されない。 

 

問 39 これまでは評価対象利用開始月と、当該月から起算して６月目の値で評価してい

たが、今回の改正で評価対象利用開始月の翌月から起算して６月目となったのは、後の

月が１月ずれたということか。 

（答） 

貴見のとおり。 

 

問 40 令和２年度のＡＤＬ値を遡って入力する際に、過去分のＡＤＬ値については評価

者がリハビリ担当者や介護職であり、一定の研修を受けていないが問題ないか。 

（答） 

令和２年度分のＡＤＬ値については、適切に評価されていると事業所又は施設が考え

る値であれば問題ない。令和３年度以降のＡＤＬ値は、一定の研修を受けた者が測定する

ものとする。 

 

問 41 同一施設内で予防サービスも行っている。要支援から要介護になった方の評価期

間はどうなるのか。 

（答） 

要支援から要介護になった方については、要介護になった初月が評価対象利用開始月

となる。 
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問 42 指定権者で「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（居宅サービス・施設サー

ビス・居宅介護支援）」をどのように記載すればよいか。 

（答） 

ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)又は(Ⅱ)を算定しようとする事業所又は施設は、介護給付費算

定に係る体制等状況一覧表の「ＡＤＬ維持等加算〔申出〕の有無」を「２ あり」、「ＡＤ

Ｌ維持等加算Ⅲ」を「１ なし」とする。 

 

○ ＡＤＬ維持等加算(Ⅲ)について 

問 43 令和４年度もＡＤＬ維持等加算(Ⅲ)の算定を予定している事業所は、介護給付費

算定に係る体制等状況一覧表の「ＡＤＬ維持等加算〔申出〕の有無」が「２ あり」、

「ＡＤＬ維持等加算Ⅲ」が「２ あり」という記載することで良いか。 

（答） 

貴見のとおり。 
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【通所介護、地域密着型通所介護、（介護予防）認知症対応型通所介護】 

○ 生活相談員及び介護職員の配置基準 

問 44 生活相談員及び介護職員の配置基準について、「生活相談員又は介護職員のうち１

人以上は、常勤でなければならない」こととなっているが、営業日ごと又は単位ごとに

常勤職員を配置する必要があるのか。 

（答） 

  営業日ごと又は単位ごとに常勤職員を配置する必要はなく、事業所として常勤の生活

相談員又は介護職員を１名以上確保していれば足りる。 
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○ 看護職員と機能訓練指導員の兼務 

問 45 通所介護等事業所において配置が義務づけられている看護職員は、機能訓練指導

員を兼ねることができるか。 

（答） 

 ① 指定通所介護事業所及び指定地域密着型通所介護事業所（定員が 11名以上である事

業所に限る）における取扱い 

－ 看護職員の配置基準は、指定通所介護（指定地域密着型通所介護）の単位ごとに、

専ら当該指定通所介護（指定地域密着型通所介護）の提供に当たる看護職員が１以上

確保されるために必要と認められる数を置くべきと定められている。 

－ 機能訓練指導員の配置基準は、指定通所介護事業所（指定地域密着型通所介護事業

所）ごとに１以上と定められている。 

看護職員、機能訓練指導員とも配置時間に関する規定はないことから、看護職員とし

ての業務に従事していない時間帯において、機能訓練指導員として勤務することは差

し支えない。 

 

② 指定地域密着型通所介護事業所(定員が 10名以下である事業所に限る)における取扱

い 

  － 看護職員の配置基準は介護職員と一体のものとして定められており、指定地域密

着型通所介護の単位ごとに、指定地域密着型通所介護を提供している時間帯に、専ら

指定地域密着型通所介護の提供に当たる看護職員又は介護職員が勤務している時間

数の合計数を提供単位時間数で除して得た数が１以上確保されるために必要と認め

られる数を置くべきと定められている。 

－ 機能訓練指導員の配置基準は、指定地域密着型通所介護事業所ごとに１以上と定

められている。 

看護職員又は介護職員に係る配置基準を、看護職員により満たしている事業所にあ

っては、看護職員としての業務に従事していない時間帯において、機能訓練指導員とし

て勤務することは差し支えない。（機能訓練指導員として勤務している時間数は、専ら

指定地域密着型通所介護の提供に当たる看護職員としての勤務時間数に含めない。） 

 

 ③ 認知症対応型通所介護事業所（単独型・併設型事業所に限る。）及び介護予防認知症

対応型通所介護事業所（単独型・併設型事業所に限る。）における取扱い 

－ 看護職員の配置基準は介護職員と一体のものとして定められており、以下のａ及

びｂを満たす必要があるとされている。 

ａ 指定認知症対応型通所介護（指定介護予防認知症対応型通所介護）の単位ごとに、

指定認知症対応型通所介護の提供に当たる看護職員又は介護職員を１以上配置 

ｂ 指定認知症対応型通所介護（指定認知症対応型通所介護）を提供している時間帯



27 

 

 

 

に、専ら指定認知症対応型通所介護（指定介護予防認知症対応型通所介護）の提供

に当たる看護職員又は介護職員が勤務している時間数の合計数を提供単位時間数

で除して得た数が１以上確保されるために必要と認められる数を配置 

－ 機能訓練指導員の配置基準は、指定認知症対応型通所介護事業所（指定介護予防認

知症対応型通所介護事業所）ごとに１以上と定められている。 

看護職員又は介護職員に係る配置基準を、看護職員により満たしている事業所にあ

っては、 

－ ａの場合は、看護職員、機能訓練指導員とも配置時間に関する規定はないことから、

看護職員としての業務に従事していない時間帯において、機能訓練指導員として勤

務することは差し支えない。 

－ ｂの場合は、看護職員としての業務に従事していない時間帯において、機能訓練指

導員として勤務することは差し支えない。（機能訓練指導員として勤務している時間

数は、専ら指定認知症対応型通所介護（指定介護予防認知症対応型通所介護）の提供

に当たる看護職員としての勤務時間数に含めない。） 

 

なお、①②③いずれの場合においても、都道府県・市町村においては、看護職員として

の業務と機能訓練指導員の業務のいずれも行う職員が、本来の業務である利用者の健康

管理や観察を行いつつ、機能訓練指導員の業務をなし得るのかについて、事業所ごとにそ

の実態を十分に確認することが必要である。 
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○ 管理者と機能訓練指導員の兼務 

問 46 通所介護等事業所において配置が義務づけられている管理者は、機能訓練指導員

を兼ねることができるか。 

（答） 

・ 管理者の配置基準は、指定通所介護等事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理

者を置くこと（ただし、指定通所介護等事業所の管理上支障がない場合は、当該指定通所

介護等事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従

事することができる。）となっている。また、機能訓練指導員の配置基準は、指定通所介

護等事業所ごとに１以上と定められている。 

 

・ このため、通所介護等事業所において配置が義務づけられている管理者は、指定通所介

護等事業所の管理上支障がない場合、管理者としての職務に加えて、機能訓練指導員の職

務に従事することが可能である。 
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【通所介護、地域密着型通所介護】 

○ （地域密着型）通所介護と第一号通所事業が一体的に行われている場合 

問 47 （地域密着型）通所介護と第一号通所事業（指定居宅サービス等の事業の人員、設備

及び運営に関する基準（平成 11年厚生省令第 37号）第 93条第１項第３号に規定する第一

号通所事業をいう。以下同じ。）を一体的に行う事業所にあっては、それぞれの事業ごとに

利用定員を定めるのか。それとも両事業の利用者を合算して利用定員を定めるのか。また、

利用者の数が利用定員を超える場合（いわゆる定員超過減算）については、どのように取り

扱うべきか。 

（答） 

  （地域密着型）通所介護と第一号通所事業が一体的に行われている事業所にあっては、

（地域密着型）通所介護の利用者と第一号通所事業の利用者との合算により利用定員を

定めるものである。従って、例えば利用定員が 20人の事業所にあっては、通所介護の利

用者と第一号通所事業の利用者の合計が 20人を超えた場合に、通所介護事業と第一号通

所事業それぞれについて定員超過減算が適用される。 

 

※ 平成 18年４月改定関係Ｑ＆Ａ（vol.１）（平成 18年３月 22日）問 39は削除する。 

 

○ 個別機能訓練加算(Ⅰ)イの人員配置要件 

問 48 個別機能訓練加算(Ⅰ)イにおいては、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学

療法士等を１名以上配置することとなっているが、具体的な配置時間の定めはあるの

か。 

（答） 

  個別機能訓練加算(Ⅰ)イに係る機能訓練指導員については、具体的な配置時間の定め

はないが、当該機能訓練指導員は個別機能訓練計画の策定に主体的に関与するとともに、

利用者に対し個別機能訓練を直接実施したり、実施後の効果等を評価したりする必要が

あることから、計画策定に要する時間、訓練時間、効果を評価する時間等を踏まえて配置

すること。なお、当該機能訓練指導員は専従で配置することが必要であるが、常勤・非常

勤の別は問わない。 

 

※ 平成 18年４月改定関係Ｑ＆Ａ（vol.３）（平成 18年４月 21日）問 15について、対象

から通所介護及び地域密着型通所介護を除くものとする。 

※ 平成 24 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.１）（平成 24 年３月 16 日）問 67、問

68、平成 24 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.２）（平成 24 年３月 30 日）問 13、

平成 27年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.１）（平成 27年４月１日）問 44は削除す

る。  
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○ 個別機能訓練加算(Ⅰ)ロの人員配置要件 

問 49 個別機能訓練加算(Ⅰ)ロにおいては、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学

療法士等を１名以上配置することに加えて、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理

学療法士等をサービス提供時間帯を通じて１名以上配置することとなっているため、

合計で２名以上の理学療法士等を配置する必要があるということか。 

（答） 

  貴見のとおり。 

 

○ 個別機能訓練加算(Ⅰ)イ及びロの人員配置要件 

問 50 個別機能訓練加算(Ⅰ)ロにおいては、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学

療法士等を１名以上配置することに加えて、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理

学療法士等をサービス提供時間帯を通じて１名以上配置することとなっているが、専

ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を１名しか確保できない日がある場

合、当該日は個別機能訓練加算(Ⅰ)ロに代えて個別機能訓練加算(Ⅰ)イを算定しても

よいか。 

（答） 

  差し支えない。ただし、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を１名以上

配置しているのみの場合と、これに加えて専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療

法士等をサービス提供時間帯を通じて１名以上配置している場合では、個別機能訓練の

実施体制に差が生じるものであることから、営業日ごとの理学療法士等の配置体制につ

いて、利用者にあらかじめ説明しておく必要がある。 
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○ 個別機能訓練加算(Ⅰ)イ及びロの人員配置要件 

問 51 個別機能訓練加算(Ⅰ)イ及びロにおいては、個別機能訓練計画を作成するにあた

り、利用者の居宅を訪問し、利用者の居宅での生活状況の確認等を行うこととなってい

るが、利用者の居宅を訪問している時間については、人員配置基準上、確保すべき勤務

延時間数に含めることとしてもよいか。 

（答） 

・ 機能訓練指導員については、個別機能訓練加算(Ⅰ)ロの場合のみ、サービス提供時間帯

を通じて専従での配置を求めているが、利用者の居宅を訪問している時間については、個

別機能訓練の実施に支障がない範囲においては、配置されているものとみなして差し支

えない。（なお、個別機能訓練加算(Ⅰ)イについては、配置時間の定めはない。） 

 

・ 生活相談員については、個別機能訓練加算にかかるものか否かを問わず、「利用者宅を

訪問し、在宅での生活の状況を確認した上で、利用者の家族も含めた相談・援助のための

時間」は確保すべき勤務延時間数に含めることができることとなっている。 

 

・ なお、介護職員については、利用者の居宅を訪問している時間については、確保すべき

勤務延時間数に含めることができず、看護職員については、利用者の居宅を訪問する看護

職員とは別に看護職員が確保されていない場合においては、利用者の居宅を訪問する看

護職員は、利用者の居宅を訪問している時間帯を通じて同加算を算定する事業所と密接

かつ適切な連携を図る必要がある。 

 

※ 平成 27年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.１）（平成 27年４月１日）問 48は削除

する。 
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○ 個別機能訓練加算(Ⅰ)イ及びロの人員配置要件 

問 52 個別機能訓練加算(Ⅰ)イにおいては、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学

療法士等を１名以上配置することとなっている。また個別機能訓練加算(Ⅰ)ロにおい

ては、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を１名以上配置することに

加えて、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等をサービス提供時間帯を

通じて１名以上配置することとなっているが、これらの理学療法士等は病院、診療所、

訪問看護ステーション等との連携により確保することとしてもよいか。 

（答） 

  個別機能訓練加算(Ⅰ)イ及びロについては、いずれの場合も、当該加算を算定する事業

所に理学療法士等を配置する必要があることから、事業所以外の機関との連携により確

保することは認められない。 

 

※ 平成 27年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.１）（平成 27年４月１日）問 41は削除

する。 

 

○ 個別機能訓練加算(Ⅰ)ロの人員配置要件 

問 53 個別機能訓練加算(Ⅰ)ロにおいては、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療

法士等を１名以上配置することに加えて、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法

士等をサービス提供時間帯を通じて１名以上配置することとなっているが、個別機能訓練

加算(Ⅰ)ロは、この要件に基づき、合計で２名以上の理学療法士等を配置している時間帯

において個別機能訓練を実施した利用者に対してのみ算定することができるのか。 

（答） 

  貴見のとおり。例えばサービス提供時間が９時から 17時である通所介護等事業所にお

いて、 

 － ９時から 12時：専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を１名配置 

 － ９時から 17時：専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を１名配置 

 した場合、９時から 12時までに当該理学療法士等から個別機能訓練を受けた利用者に対

してのみ、個別機能訓練加算(Ⅰ)ロを算定することができる。（12 時以降 17 時までに当

該理学療法士等から個別機能訓練を受けた利用者については、個別機能訓練加算(Ⅰ)イ

を算定することができる。） 
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○ 個別機能訓練加算(Ⅰ)イ又はロと第一号通所事業の運動器機能向上加算との関係 

問 54 第一号通所事業と一体的に運営される通所介護において、個別機能訓練加算(Ⅰ)

イ又はロを算定するために配置された機能訓練指導員が、第一号通所事業の運動器機

能向上加算を算定するために配置された機能訓練指導員を兼務できるのか。 

（答） 

  通所介護の個別機能訓練の提供及び第一号通所事業の運動器機能向上サービスの提供、

それぞれに支障のない範囲で兼務することが可能である。 

 

※ 平成 24年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.１）（平成 24年３月 16日）問 69は削

除する。 
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○ 機能訓練指導員が専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を兼務した場合

の個別機能訓練加算(Ⅰ)イ又はロの算定 

問 55 個別機能訓練加算(Ⅰ)イ又はロにおいては、専ら機能訓練指導員の職務に従事す

る理学療法士等を配置する必要があるが、通所介護事業所（地域密着型通所介護事業

所）において配置が義務づけられている機能訓練指導員に加えて、専ら機能訓練指導員

の職務に従事する理学療法士等を配置する必要があるのか。 

（答） 

・ 機能訓練指導員の配置基準は、指定通所介護事業所（指定地域密着型通所介護事業所）

ごとに１以上とされている。この基準により配置された機能訓練指導員が「専ら機能訓練

指導員の職務に従事する理学療法士等」である場合は、個別機能訓練加算(Ⅰ)イの算定要

件や個別機能訓練加算(Ⅰ)ロの算定要件の一つである「専ら機能訓練指導員の職務に従

事する理学療法士等を１名以上配置」を満たすものとして差し支えない。 

 

・ また、この基準により配置された機能訓練指導員が「専ら機能訓練指導員の職務に従事

する理学療法士等」であって「サービス提供時間帯を通じて」配置されている場合にあっ

ては個別機能訓練加算(Ⅰ)ロの算定要件である「専ら機能訓練指導員の職務に従事する

理学療法士等をサービス提供時間帯通じて１名以上配置」を満たすものとして差し支え

ない。 

 

・ このため、具体的には以下①②のとおりとなる。 

 ① 機能訓練指導員の配置基準により配置された機能訓練指導員が、「専ら機能訓練指導

員の職務に従事する理学療法士等」である場合 

  － 個別機能訓練加算(Ⅰ)イを取得する場合は、機能訓練指導員の配置基準により配

置された機能訓練指導員が「専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等」で

あることから、これに加えて「専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等」

を配置することなく、同加算の人員配置に係る要件を満たすことが可能である。 

  － 個別機能訓練加算(Ⅰ)ロを取得する場合は、機能訓練指導員の配置基準により配

置された機能訓練指導員が「専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等」で

あることから、これに加えて「サービス提供時間帯を通じて専ら機能訓練指導員の職

務に従事する理学療法士等」を配置すれば、同加算の人員配置に係る要件を満たすこ

とが可能である。 

 ② 機能訓練指導員の配置基準により配置された機能訓練指導員が、「専ら機能訓練指導

員の職務に従事する理学療法士等」であって、サービス提供時間帯を通じて配置される

場合 

  － 個別機能訓練加算(Ⅰ)イを取得する場合は、機能訓練指導員の配置基準により配

置された機能訓練指導員が「専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等」で
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あることから、これに加えて「専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等」

を配置することなく、同加算の人員配置に係る要件を満たすことが可能である。 

  － 個別機能訓練加算(Ⅰ)ロを取得する場合は、機能訓練指導員の配置基準により配

置された機能訓練指導員が、「専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等」

であって、サービス提供時間帯を通じて配置されていることから、これに加えて「専

ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等」を配置すれば、同加算の人員配置

に係る要件を満たすことが可能である。 
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○ 看護職員が専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を兼務した場合の個別

機能訓練加算(Ⅰ)イ又はロの算定 

問 56 個別機能訓練加算(Ⅰ)イ又はロにおいては、専ら機能訓練指導員の職務に従事す

る理学療法士等を配置する必要があるが、通所介護（地域密着型通所介護）事業所に配

置が義務づけられている看護職員がこれを兼ねることは可能か。 

（答） 

 ① 指定通所介護事業所及び指定地域密着型通所介護事業所（定員が 11名以上である事

業所に限る）における取扱い 

この場合、看護職員の配置基準は、指定通所介護（指定地域密着型通所介護）の単位

ごとに、専ら当該指定通所介護（地域密着型通所介護）の提供に当たる看護職員が１以

上確保されるために必要と認められる数を置くべきと定められており、配置時間に関

する規定はないことから、看護職員としての業務に従事していない時間帯において、個

別機能訓練加算(Ⅰ)イの算定要件や個別機能訓練加算(Ⅰ)ロの算定要件の一つである

「専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等」として勤務することは差し支

えない。 

 

② 指定地域密着型通所介護事業所(定員が 10名以下である事業所に限る)における取扱

い 

   この場合、看護職員の配置基準は介護職員と一体のものとして定められており、指定

地域密着型通所介護の単位ごとに、指定地域密着型通所介護を提供している時間帯に、

専ら指定地域密着型通所介護の提供に当たる看護職員又は介護職員が勤務している時

間数の合計数を提供単位時間数で除して得た数が１以上確保されるために必要と認め

られる数を置くべきとされている。この配置基準を看護職員により満たしている事業

所にあっても、看護職員としての業務に従事していない時間帯において、個別機能訓練

加算(Ⅰ)イの算定要件や個別機能訓練加算(Ⅰ)ロの算定要件の一つである「専ら機能

訓練指導員の職務に従事する理学療法士等」として勤務することは差し支えない。（「専

ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等」として勤務している時間数は、専ら

指定地域密着型通所介護の提供に当たる看護職員としての勤務時間数に含めない。） 

 

なお、①②いずれの場合においても、都道府県・市町村においては、看護職員としての

業務と専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等としての業務のいずれも行う

職員が、本来の業務である利用者の健康管理や観察を行いつつ、個別機能訓練加算(Ⅰ)イ

又はロの要件を満たすような業務をなし得るのかについて、加算算定事業所ごとにその

実態を十分に確認することが必要である。 

 

※ 平成 24年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.１）（平成 24年３月 16日）問 72は削
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除する。 
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○ 看護職員かつ機能訓練指導員である者が、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学

療法士等を兼務した場合の個別機能訓練加算(Ⅰ)イ又はロの算定 

問 57 個別機能訓練加算(Ⅰ)イ又はロにおいては、専ら機能訓練指導員の職務に従事す

る理学療法士等を配置する必要があるが、通所介護（地域密着型通所介護）事業所に配

置が義務づけられている看護職員かつ機能訓練指導員である者がこれを兼ねることは

可能か。 

（答） 

  問 45（看護職員と機能訓練指導員の兼務）、問 55（機能訓練指導員が専ら機能訓練指導

員の職務に従事する理学療法士等を兼務した場合の個別機能訓練加算(Ⅰ)イ又はロの算

定）、問 56（看護職員が専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を兼務した場

合の個別機能訓練加算(Ⅰ)イ又はロの算定）によれば、以下のとおりの解釈となる。 

 

① 指定通所介護事業所及び指定地域密着型通所介護事業所（定員が 11 名以上である事

業所に限る）における取扱い 

看護職員としての業務に従事していない時間帯において、配置が義務づけられてい

る機能訓練指導員かつ個別機能訓練加算(Ⅰ)イの算定要件や個別機能訓練加算(Ⅰ)ロ

の算定要件の一つである「専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等」として

勤務することは差し支えない。 

② 指定地域密着型通所介護事業所(定員が 10名以下である事業所に限る)における取扱

い 

看護職員又は介護職員に係る配置基準を、看護職員により満たしている事業所にあ

っては、看護職員としての業務に従事していない時間帯において、配置が義務づけられ

ている機能訓練指導員かつ個別機能訓練加算(Ⅰ)イの算定要件や個別機能訓練加算

(Ⅰ)ロの算定要件の一つである「専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等」

として勤務することは差し支えない。（配置が義務づけられている機能訓練指導員かつ

専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等として勤務している時間数は、専

ら指定地域密着型通所介護の提供に当たる看護職員としての勤務時間数に含めない。） 
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○ 管理者が専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を兼務した場合の個別機

能訓練加算(Ⅰ)イ又はロの算定 

問 58 個別機能訓練加算(Ⅰ)イ又はロにおいては、専ら機能訓練指導員の職務に従事す

る理学療法士等を配置する必要があるが、指定通所介護（指定地域密着型通所介護）事

業所に配置が義務づけられている管理者がこれを兼ねることは可能か。 

（答） 

・ 管理者の配置基準は、指定通所介護等事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理

者を置くこと（ただし、指定通所介護等事業所の管理上支障がない場合は、当該指定通所

介護等事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従

事することができる。）とされている。 

 

・ 一方で、個別機能訓練加算(Ⅰ)イ又はロにおける人員配置基準は、専ら機能訓練指導員

の職務に従事する理学療法士等を配置することを求めるものであることから、指定通所

介護等事業所に配置が義務づけられている管理者が、管理者としての職務に加えて、機能

訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を兼ねることにより、同基準を満たすことは

できないものである。 

 

○ 個別機能訓練加算(Ⅰ)イ又はロと中重度者ケア体制加算を併算定する場合の取扱い 

問 59 個別機能訓練加算(Ⅰ)イ又はロにおいては、専ら機能訓練指導員の職務に従事す

る理学療法士等を配置する必要があるが、中重度者ケア体制加算を算定する場合に配

置が必要となる看護職員がこれを兼ねることは可能か。 

（答） 

中重度者ケア体制加算を算定するにあたっての人員配置に係る要件は、 

ａ 通所介護等事業所に配置が必要とされる看護職員又は看護職員の数に加え、看護職

員又は介護職員を常勤換算方法で２以上確保していること。 

ｂ 指定通所介護等を行う時間帯を通じて、専ら当該通所介護等の提供に当たる看護職

員を１名以上配置していること。 

としており、これに照らせば、ａにより配置された看護職員にあっては、中重度者ケア体

制加算の算定に係る看護職員としての業務に従事していない時間帯において、個別機能

訓練加算(Ⅰ)イの算定要件や個別機能訓練加算(Ⅰ)ロの算定要件の一つである「専ら機

能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等」として勤務することは差し支えない。ｂに

より配置された看護職員は、「指定通所介護等を行う時間帯を通じて、専ら通所介護等の

提供に当たる看護職員」である必要があることから、同一営業日において「専ら機能訓練

指導員の職務に従事する理学療法士等」として勤務することはできない。 
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○ 宿泊サービスを長期に利用している者に係る個別機能訓練加算(Ⅰ)イ又はロの算定 

問 60 個別機能訓練加算(Ⅰ)イ及びロについては、個別機能訓練計画を作成するにあた

り、利用者の居宅を訪問し、利用者の居宅での生活状況の確認等を行うこととなってい

るが、通所介護等事業所において、長期にわたり、いわゆる「宿泊サービス」を利用し

ている利用者に関しては、どのように対応すればよいか。 

（答） 

  個別機能訓練加算(Ⅰ)イ及びロは、利用者ごとに心身の状態や居宅の環境をふまえた

個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき機能訓練を行うことで、利用者の生活機能

の維持・向上を図り、住み慣れた地域で居宅において可能な限り自立して暮らし続けるこ

とを目指すために設けているものである。このため、いわゆる「宿泊サービス」を長期に

わたって利用しており、居宅で生活していない利用者に対して、同加算を算定することは

基本的には想定されないが、例えば、今後宿泊サービスの利用を終了し居宅での生活を再

開する予定である利用者について、利用者とともに居宅を訪問し、居宅での生活にあたっ

ての意向等を確認した上で、居宅での生活再開に向けた個別機能訓練を実施する等の場

合にあっては、同加算の算定も想定されうるものである。 

 

※ 平成 27年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.１）（平成 27年４月１日）問 47は削除

する。 
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○ 曜日により個別機能訓練加算(Ⅰ)イとロの算定が異なる場合 

問 61 個別機能訓練加算(Ⅰ)イ又はロについては、例えば特定の曜日だけ当該加算の人

員配置要件を満たしている場合においては、その曜日において理学療法士等から直接

訓練の提供を受けた利用者のみが当該加算の算定対象となることとしているが、曜日

によって個別機能訓練加算(Ⅰ)イとロのいずれを算定するかが異なる事業所にあって

は、「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準、指定居宅介護支援に要

する費用の額の算定に関する基準、指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関

する基準、指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準、指定介護予防

支援に要する費用の額の算定に関する基準、指定地域密着型サービスに要する費用の

額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定

に関する基準の制定に伴う介護給付費算定に係る体制等に関する届出等における留意

点について」（平成 12年３月８日老企第 41号）に定める「介護給付費算定に係る体制

等状況一覧表（居宅サービス・施設サービス・居宅介護支援）」等はどのように記載さ

せればよいか。 

（答） 

曜日によって個別機能訓練加算(Ⅰ)イとロのいずれを算定するかが異なる事業所にあ

っては、「加算Ⅰロ」と記載させることとする。（「加算Ⅰロ」と記載した場合であっても、

個別機能訓練加算(Ⅰ)イの算定に必要な人員配置要件のみを満たしている曜日において

は、個別機能訓練加算(Ⅰ)イを算定することは可能である。） 
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○ 個別機能訓練加算(Ⅰ)イ又はロを算定するにあたっての個別機能訓練計画の作成 

問 62 令和３年３月サービス提供分までの個別機能訓練加算(Ⅰ)や個別機能訓練加算

(Ⅱ)を算定している利用者についても、個別機能訓練加算(Ⅰ)イ又はロを算定するに

あたり、再度、利用者の居宅での生活状況の確認等を行い、多職種協働で個別機能訓練

計画を作成する必要があるのか。 

（答） 

  令和３年３月サービス提供分までの個別機能訓練加算(Ⅰ)や個別機能訓練加算(Ⅱ)と

個別機能訓練加算(Ⅰ)イ又はロでは、加算創設の目的が異なることから、令和３年３月サ

ービス提供分までの個別機能訓練加算(Ⅰ)や個別機能訓練加算(Ⅱ)を算定していた利用

者については、個別機能訓練加算(Ⅰ)イ又はロが目的とする「生活機能の維持・向上を図

り、住み慣れた地域で居宅において可能な限り自立して暮らし続けること」を達成するた

め、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施に関する基本的

な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令和３年３月16日老認発 0316

第３号・老老発 0316 第２号厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課長、老人保健

課長連名通知）を参照し、個別機能訓練計画の見直しを行う必要がある。なお、見直しに

あたっては、令和３年３月サービス提供分までの個別機能訓練加算(Ⅰ)や個別機能訓練

加算(Ⅱ)算定時のモニタリング等により、直近の利用者の居宅での生活状況が把握でき

ている場合は、必ずしも利用者の居宅を訪問する必要はない。 

 

○ 個別機能訓練加算(Ⅰ)イ及びロの訓練項目① 

問 63 個別機能訓練加算(Ⅰ)イ及びロにおいては、個別機能訓練の実施にあたり、利用

者の生活機能の向上に資するよう複数の種類の訓練項目を準備し、その項目の選択に

当たっては、利用者の生活意欲が増進されるよう利用者を援助することとなっている

が、どのくらいの種類の訓練項目を準備しておくことが必要なのか。 

（答） 

  複数の種類の訓練項目を設けることの目的は、機能訓練指導員その他の職員から助言

等を受けながら、利用者が主体的に訓練項目を選択することによって、生活意欲が増進さ

れ、機能訓練の効果が増大することである。よって、仮に訓練項目の種類が少なくても、

目的に沿った効果が期待できるときは、同加算の算定要件を満たすものである。 

 

※ 平成 24年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.１）（平成 24年３月 16日）問 70は削

除する。 
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○ 個別機能訓練加算(Ⅰ)イ及びロの訓練項目② 

問 64 個別機能訓練加算(Ⅰ)イ及びロにおいては、個別機能訓練の実施にあたり、利用

者の生活機能の向上に資するよう複数の種類の訓練項目を準備し、その項目の選択に

当たっては、利用者の生活意欲が増進されるよう利用者を援助することとなっている

が、類似する訓練項目を準備した場合でも、複数の種類の訓練項目と認められるのか。 

（答） 

  類似する訓練項目であっても、利用者によって、当該訓練項目を実施することで達成す

べき目標が異なる場合もあることから、利用者が主体的に訓練項目を選択することによ

って、生活意欲が増進され、機能訓練の効果が増大することが見込まれる限り、準備され

た訓練項目が類似していることをもって、同加算の算定要件を満たさないものとはなら

ない。こうした場合、当該事業所の機能訓練に対する取組み及びサービス提供の実態等を

総合的に勘案して判断されるものである。 

 

※ 平成 24年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.１）（平成 24年３月 16日）問 71は削

除する。 

 

○ 個別機能訓練加算(Ⅰ)イ及びロの訓練時間 

問 65 個別機能訓練加算(Ⅰ)イ及びロに係る個別機能訓練時間については、個別機能訓

練計画に定めた訓練項目の実施に必要な１回あたりの訓練時間を考慮し適切に設定す

ることとなっているが、具体的な目安はあるのか。 

（答） 

  １回あたりの訓練時間は、利用者のニーズや心身の状態等を踏まえて設定された個別

機能訓練計画の目標等を勘案し、必要な時間数を確保するものである。例えば「自宅でご

飯を食べたい」という目標を設定した場合の訓練内容は、配膳等の準備、箸（スプーン、

フォーク）使い、下膳等の後始末等の食事に関する一連の行為の全部又は一部を実践的か

つ反復的に行う訓練が想定される。これらの訓練内容を踏まえて利用日当日の訓練時間

を適正に設定するものであり、訓練の目的・趣旨を損なうような著しく短時間の訓練は好

ましくない。なお、訓練時間については、利用者の状態の変化や目標の達成度等を踏まえ、

必要に応じて適宜見直し・変更されるべきものである。 

 

※ 平成 24年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.１）（平成 24年３月 16日）問 66は削

除する。 
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【通所リハビリテーション】 

○ 移行支援加算 

問 66 移行支援加算は、同加算を算定する年度の初日の属する年の前年の１月から 12月

（基準に適合しているものとして届け出た年においては、届出の日から同年 12月まで

の期間）において一定の実績をもとに算定ができるものとされているところであるが、

令和３年４月から令和４年３月においては、従前（令和３年度介護報酬改定以前）の基

準に基づいて算定を行っても差し支えないか。 

（答） 

令和３年３月時点ですでに同加算を算定している事業所においては、令和３年４月か

ら令和４年３月に限り、令和２年１月から 12月の実績については従前（令和３年度介護

報酬改定以前）の基準に基づいて算定する。 

 

【通所リハビリテーション】 

※ 平成 18年４月改定関係Ｑ＆Ａ（Vol.１）（平成 18年３月 22日）問 18、問 19、問 21は

削除する。 

※ 平成 24年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.２）（平成 24年３月 30日）問 14は削

除する。 

※ 平成 27年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（平成 27年４月１日）問 103は削

除する。 

※ 平成 27 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.２）（平成 27 年４月 30 日）問 22、問

23は削除する。 

※ 平成 27年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（平成 27年６月１日）問２は削除

する。 

※ 平成 27 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.４）（平成 27 年７月 31 日）問２、問

３、問４は削除する。 

※ 平成 30年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.２）（平成 30年３月 28日）問１は削除

する。 

※ 平成 30年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（平成 30年４月 13日）問３は削除

する。 
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【（介護予防）短期入所生活介護、（介護予防）短期入所療養介護】 

○ 連続利用日数の考え方 

問 67 連続して 30 日を超えてサービス提供を受けている場合、30 日を超える日以降に

受けたサービスについては介護報酬の請求が認められていないが、この連続利用日数

を計算するにあたり、例えばＡ事業所にて連続 15日間（介護予防）短期入所介護費を

請求した後、同日にＢ事業所（Ａ事業所と同一、隣接若しくは近接する敷地内にない事

業所）の利用を開始し、利用開始日を含めて連続 15日間（介護予防）短期入所生活介

護費を請求した場合、連続利用日数は何日となるのか。 

（答） 

  30日となる。（介護予防）短期入所生活介護の利用日数は、原則として利用を開始した

日及び利用を終了した日の両方を含むものとされており、連続利用日数の考え方もこれ

に連動して介護報酬を請求した日数をもとに算定されるものである。このため、Ａ事業所

からＢ事業所に利用する事業所を変更した日については、Ａ事業所・Ｂ事業所とも介護報

酬請求を行うことから、利用変更日は２日と計算される。なお、上記の事例におけるＢ事

業所がＡ事業所と同一敷地内にある場合、又は隣接若しくは近接する敷地における介護

保険施設等であって相互に職員の兼務や施設の共用等が行われている事業所であった場

合は、Ａ事業所は利用を終了した日の介護報酬請求はできないこととなっていることか

ら、連続利用日数は 29日となる。 
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問 68 連続して 30 日を超えてサービス提供を受けている場合、30 日を超える日以降に

受けたサービスについては介護報酬の請求が認められていないが、例えばＡ事業所に

て連続 30日間（介護予防）短期入所生活介護費を請求し、同日にＢ事業所（Ａ事業所

と同一、隣接若しくは近接する敷地内にない事業所）の利用を開始した場合、Ｂ事業所

は利用開始日から介護報酬を請求することが可能であるか。 

（答） 

  Ａ事業所においてすでに連続して 30日間（介護予防）短期入所生活介護費を請求して

いることから、Ｂ事業所は利用開始日においては介護報酬を請求することはできず、当該

日のサービス提供に係る費用は利用者の自己負担によることとなり、利用開始日の翌日

からは介護報酬を請求することができる。 

なお、上記の事例におけるＢ事業所がＡ事業所と同一敷地内にある場合、又は隣接若し

くは近接する敷地における介護保険施設等であって相互に職員の兼務や施設の共用等が

行われている事業所であった場合は、Ａ事業所は利用を終了した日の介護報酬は請求で

きないこととなっていることから、Ｂ事業所は利用開始日には介護報酬を請求すること

ができるが、Ｂ事業所の利用開始日をもって連続して 30日間（介護予防）短期入所生活

介護費を算定していることとなることから、利用開始日の翌日は介護報酬を請求するこ

とはできず、当該日のサービス提供に係る費用は利用者の自己負担によることとなり、利

用開始日の翌々日から再び介護報酬を請求することができる。 

 

○ 利用者に対して送迎を行う場合 

問 69 訪問介護員等による送迎で短期入所サービスを利用する場合、介護報酬はどのよ

う算定すればよいか。 

（答） 

・ 送迎については、短期入所サービスの利用者に対して送迎を行う場合の加算において評

価することとしており、利用者の心身の状況により短期入所サービスの事業所の送迎車

を利用することができないなど特別な事情のない限り、訪問介護員等による送迎を別途

訪問介護費として算定することはできない。 

 

・ ただし、利用者が、居宅から病院等の目的地を経由して短期入所サービスの事業所へ行

く場合や、短期入所サービスの事業所から病院等の目的地を経由して居宅へ帰る場合等、

一定の条件の下に、令和３年度から訪問介護費を算定することができることとする。 

 

・ なお、訪問介護員等により送迎が行われる場合、当該利用者が利用している短期入所サ

ービスの事業所の従業者が、当該利用者の居宅と事業所間の送迎を実施していないため、

利用者に対して送迎を行う場合の加算を算定することはできないことに留意すること。  
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○ 利用者に対して送迎を行う場合 

問 70 Ａ事業所の利用者について、Ａ事業所が送迎に係る業務を委託した事業者により、

当該利用者の居宅とＡ事業所との間の送迎が行われた場合、利用者に対して送迎を行

う場合の加算は算定できるのか。 

（答） 

  指定短期入所生活介護等事業者は、指定短期入所生活介護等事業所ごとに、当該指定短

期入所生活介護事業所の従業者によって指定短期入所生活介護等を提供しなければなら

ないこととされている。ただし、利用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務についてはこ

の限りではないことから、各指定短期入所生活介護等事業所の状況に応じ、送迎に係る業

務について第三者へ委託等を行うことも可能である。なお、問中の事例について、送迎に

係る業務が委託され、受託した事業者により、利用者の居宅と事業所との間の送迎が行わ

れた場合は、利用者に対して送迎を行う場合の加算を算定することができる。 
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【（介護予防）短期入所生活介護】 

○ 病院等との密接な連携により看護職員を確保する場合① 

問 71 病院、診療所又は訪問看護ステーション（併設事業所にあっては、当該併設事業

所を併設する特別養護老人ホーム、病院、診療所、介護老人保健施設、介護医療院、特

定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は介護予防特定施設入

居者生活介護の指定を受けている施設を含む。）との密接な連携により看護職員を確保

する場合について、連携先との間で連携に係る契約を締結する必要はあるか。 

（答） 

  看護職員が行う看護業務は、利用者の処遇に直接影響を及ぼす業務であることから、連

携を行うにあたっては、予め契約等を締結し適切なサービス提供を担保しておく必要が

ある。（ただし、併設事業所を併設する特別養護老人ホーム、病院、診療所、介護老人保

健施設、介護医療院、特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は

介護予防特定施設入居者生活介護の指定を受けている施設との連携を行う場合は、この

限りではない。 

 

○ 病院等との密接な連携により看護職員を確保する場合② 

問 72 病院、診療所又は訪問看護ステーション（併設事業所にあっては、当該併設事業所を

併設する特別養護老人ホーム、病院、診療所、介護老人保健施設、介護医療院、特定施設

入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は介護予防特定施設入居者生活介

護の指定を受けている施設を含む。以下、病院等という。）との密接な連携により看護職員

を確保する場合、病院等の看護職員が必要に応じて指定（介護予防）短期入所生活介護事

業所の利用者の健康状態の確認を行うこととされているが、具体的にはどのような場合に

利用者の健康状態の確認を行う必要があるのか。 

（答） 

例えば、当該指定（介護予防）短期入所生活介護事業所を初めて利用する利用者や、担

当介護支援専門員等から前回利用時より状態が変化している等の報告があった利用者等

にあっては、利用開始時に健康状態の確認を行うことが想定される。また、利用中どのよ

うな場合に健康状態の確認を行う必要があるかについては、個別の利用者ごとに異なる

ものであることから、利用開始時に健康状態の確認を行う際に、指定（介護予防）短期入

所生活介護事業所と連携を行う看護職員にあわせて確認しておくことが想定される。 
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○ その他日常生活費 

問 73 その他日常生活費について、その具体的な範囲は「通所介護等における日常生活

に要する費用の取扱いについて」（平成 12 年３月 30 日老企第 54 号厚生省老人保健福

祉局企画課長通知）別紙（２）①②に示しているが、（介護予防）短期入所生活介護利

用中における私物の洗濯に係る費用はこれに該当するのか。 

（答） 

  （介護予防）短期入所生活介護利用中における私物の洗濯代は、その他日常生活費には

含まれないものである。また、（介護予防）短期入所生活介護については、サービス提供

期間が短期間であるものの、介護老人福祉施設又は地域密着型介護老人福祉施設である

特別養護老人ホームと同様、利用者の日常生活全般にわたり援助を行ってきたところで

あり、利用者がサービス利用期間中に私物の洗濯を希望する場合は、基本的に事業所サー

ビスとして行われるべきものである。したがって、私物の洗濯代については、利用者がサ

ービス利用期間中に希望し、個別に外部のクリーニング店に取り次ぐ場合のクリーニン

グ代を除き、費用の徴収はできない。なお、このクリーニング代については、サービスの

提供とは関係のない実費として徴収することとする。 
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【短期入所生活介護】 

○ 長期利用者に対して短期入所生活介護を提供する場合の減算 

問 74 同一の指定短期入所生活介護事業所から 30 日間連続して短期入所生活介護の提

供を受け、その翌日１日同事業所を自費で利用し、自費利用終了後再び短期入所生活介

護の提供を受けることとなった場合、長期利用者に対して短期入所生活介護を提供す

る場合の減算はいつから適用されるのか。 

（答） 

  自費利用終了後再び短期入所生活介護の提供を受けることとなった日から減算が適用

される。なお、長期利用者に対して短期入所生活介護を提供する場合の減算は、同一の指

定短期入所生活介護事業所を連続 30日を超えて利用している者について、それまでの間

のサービス利用に係る費用を介護報酬として請求しているか否かに関わらず、連続 30日

を超える日以降の介護報酬請求において適用するものである。このため、例えば同一の指

定短期入所生活介護事業所から 28日間連続して短期入所生活介護の提供を受け、そのま

ま１日同事業所を自費で利用し、自費利用終了後再び短期入所生活介護の提供を受ける

こととなった場合は、自費利用終了後再び短期入所生活介護の提供を受けることとなっ

た日の翌日（連続 30日を超える日）から減算が適用される。 

 

※ 平成 27 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.１）（平成 27 年４月１日）問 76 は削

除する。 

 

○ 長期利用者に対して短期入所生活介護を提供する場合 

問 75 連続して 30日を超えて同一の指定短期入所生活介護事業所を利用した場合は、長

期利用者に対して短期入所生活介護を提供する場合の減算が適用されるが、指定短期

入所生活介護事業所と一体的に運営されている指定介護予防短期入所生活介護事業所

を利用した後、連続して一体的に運営されている指定短期入所生活介護事業所を利用

することとなった場合、指定介護予防短期入所生活介護を利用していた期間は、指定短

期入所介護事業所の連続利用日数に含めるのか。 

（答） 

  指定短期入所生活介護事業所と指定介護予防短期入所生活介護事業所が一体的に運営

されている場合は、同一事業所を利用しているものとみなし、指定介護予防短期入所生活

介護事業所の利用期間を連続利用日数に含めることとする。 
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○ 看護体制加算(Ⅲ)イ及びロ、看護体制加算(Ⅳ)イ及びロ 

問 76 看護体制加算(Ⅲ)及び看護体制加算(Ⅳ)については、中重度者受入要件として、

指定短期入所生活介護事業所における算定日が属する年度の前年度又は算定日が属す

る月の前３月間の利用者の総数のうち、要介護度状態区分が要介護３、要介護４又は要

介護５である者の占める割合が 100分の 70以上であることが求められているが、この

場合の「利用者の総数」や「要介護３、要介護４又は要介護５である者」を算定するに

あたっては、併設事業所や特別養護老人ホームの空床を利用して指定短期入所生活介

護を行う場合にあっては、どのように算定すればよいか。 

（答） 

  併設事業所にあっては、併設本体施設の利用者は含めず、併設事業所の利用者のみにて

算定する。特別養護老人ホームの空床を利用して指定短期入所生活介護を行う場合にあ

っては、特別養護老人ホームの利用者を含めて算定する。 
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【短期入所生活介護、介護老人福祉施設】 

○ テクノロジーを活用した場合における夜勤職員の配置基準について 

問 77 見守り機器等を活用した夜間の人員配置基準や夜勤職員配置加算の 0.6 人の配置

要件について、運用イメージ如何。 

（答） 

・ 見守り機器やインカム等の ICTを活用し、常時見守り支援が可能となることによって、

夜間・深夜の時間帯の定時巡視の移動時間の減少や、利用者の急変時等への迅速な対応等

が可能となるため、業務が比較的多忙となる夕方や早朝の時間帯に職員を手厚く配置す

る等のメリハリの利いたシフト体制を組むことができるものと考えている。 

 

・ なお、介護事業所が設置する「見守り機器等を安全かつ有効に活用するための委員会」

において、夜勤職員の１日の勤務の中で、職員の負担が過度に増えている時間帯がないか

確認することとしている点に留意されたい。 

 

問 78 見守り機器等を安全かつ有効に活用するための委員会で確認することとされてい

る利用者のケアの質や職員の負担に関する評価について、どのような指標があるのか。 

（答） 

・ 利用者のケアの質や職員の負担に関する評価にあたっては、当該委員会において、直接

処遇のための時間が増えたかどうかなど、それぞれの事業所の実情に応じた評価指標を

用いることが望ましい。 

 

・ なお、平成 30年度老人保健健康増進等事業「介護ロボットの評価指標に関する調査研

究事業」（※）において、介護ロボットの導入にあたっての評価指標がまとめられている

ので参考とされたい。 

※参考 

① 利用者のケアの質に関する評価指標 

・認知機能、QOL（WHOQOL等）、要介護度、ADL（FIM、BI等）等 

② 職員の負担に関する評価指標 

・ストレス指標（SRS-18等）、モチベーション、介護負担指標等 
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○ 夜勤職員配置加算 

問 79 夜勤職員配置加算における 0.6 人の配置要件について、夜勤職員全員が見守り機

器のセンサー情報を常時受信するためにスマートフォンやタブレット端末等を使用す

ることとされているが、0.9人の配置要件の取扱如何。 

（答） 

見守り機器の使用にあたっては、当該機器のセンサー情報を受信する機器が必要とな

るが、0.9人の配置要件の場合は、機器を特定はせず、スマートフォンやタブレット端末

等の携帯可能な機器のほか、パソコン等の常時設置されている機器も使用して差し支え

ない。また、携帯可能な機器を使用する場合においては、必ずしも夜勤職員全員が使用す

ることまでは要しない。 
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【（介護予防）特定施設入居者生活介護、施設系サービス、（介護予防）認知症対応型共同生

活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護】 

○ 口腔衛生の管理、口腔衛生管理体制加算について 

問 80 口腔衛生の管理体制に関する管理計画の立案は、歯科医師又は歯科医師の指示を

受けた歯科衛生士による技術的助言及び指導に基づき行われるが、技術的助言及び指

導を行う歯科医師は、協力歯科医療機関の歯科医師でなければならないのか。 

（答） 

協力歯科医療機関の歯科医師に関わらず、当該施設の口腔衛生の管理体制を把握して

いる歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士を想定している。 
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【特定施設入居者生活介護、介護老人福祉施設】 

問 81 介護機器を使用した業務効率化のイメージ如何。 

（答） 

・ 例えば、以下の取組が考えられる。 

－ 見守り機器を使用して常時見守りが可能となることによって、ケアが必要な入居

者等への直接処遇の時間を増やすことができる。 

－ インカムを使用して職員間の連絡調整に要する時間を効率化させる。 

－ バイタル情報等を介護記録システムに自動連携させることによって、記録作成業

務に要する時間を効率化させる。 

－ 入居者等の移乗支援にあたり、移乗支援機器を使用することによって、対応する職

員の人数を省人化させる。 

 

・ また、「介護サービス事業における生産性向上に資するガイドライン（パイロット事業

改訂版）」（厚生労働省老健局・令和２年３月発行）において、業務改善の取組の考え方や

手順等をまとめているので参考とされたい。 

 

○ 入居継続支援加算、日常生活継続支援加算 

問 82 入居継続支援加算及び日常生活継続支援加算について、介護機器を使用する場合

の介護福祉士の配置要件の中で、「介護職員全員」がインカム等を使用することとされ

ているが、介護福祉士の資格を有する介護職員のみが対象となるのか。 

（答） 

介護福祉士の資格を有していない介護職員も対象に含まれる。 
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【（介護予防）特定施設入居者生活介護、（介護予防）認知症対応型共同生活介護、地域密着

型特定施設入居者生活介護】 

○ 口腔衛生管理体制加算について 

問 83 口腔衛生管理体制加算について、月の途中で退所、入院又は外泊した場合や月の

途中から入所した場合にはどのように取り扱えばよいのか。 

（答） 

入院・外泊中の期間は除き、当該月において１日でも当該施設に在所した入所者につい

て算定できる。 

 

※ 平成 30年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（平成 30年３月 23日）問 74の修

正。 

 

問 84 口腔衛生管理体制加算の算定に当たって作成することとなっている「口腔衛生管

理体制計画」については、施設ごとに計画を作成すればよいのか。 

（答） 

 施設ごとに計画を作成することとなる。 

 

※ 平成 30年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（平成 30年３月 23日）問 80の修

正。 
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【特定施設入居者生活介護】 

○ 入居継続支援加算 

問 85 入居継続支援加算の要件のうち、たんの吸引等を必要とする入居者実績を計測す

る対象期間が変更となっているが、具体的にはどのような範囲の実績を求めるものと

なるのか。 

（答） 

・ これまでは、届出日の属する月の前３ヶ月としていたところ、届出業務負担軽減等の観

点から、届出日の属する前４月から前々月までの３ヶ月の実績とし変更しているため、以

下の例示のとおりとなる。 

 

・ なお、変更があった場合の対象期間も同様の取扱いとする。 

 

＜例＞ 届出日が７月１日の場合 

・変更前：４，５，６月の実績の平均 

・変更後：３，４，５月の実績の平均 

 

○ 看取り介護加算(Ⅱ) 

問 86 特定施設入居者生活介護における看取り介護加算(Ⅱ)は、看取り介護加算(Ⅰ)と

併算定可能か。 

（答） 

夜勤又は宿直を行う看護職員が配置されている日には、看取り介護加算(Ⅱ)を、配置さ

れていない日には、看取り介護加算(Ⅰ)を算定することができる。 
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【施設サービス共通】 

○ 人員配置基準の見直し 

問 87 今回の基準省令改正により、 

・ 介護保険施設の従来型とユニット型を併設する場合に、介護・看護職員が兼務する

こと 

・ 広域型特別養護老人ホーム又は介護老人保健施設と小規模多機能型居宅介護事業

所を併設する場合に、管理者・介護職員が兼務すること 

・ 本体施設が（地域密着型）特別養護老人ホームである場合に、サテライト型居住施

設に生活相談員を置かないこと 

・ 地域密着型特別養護老人ホーム（サテライト型を除く）において、栄養士を置かな

いこと 

・ 施設系サービス及び短期入所系サービスにおける個室ユニット型施設を１ユニッ

トの定員が 15人を超えない範囲で整備すること 

が可能となったが、運営に当たって留意すべき点は何か。 

（答） 

今回の基準省令改正に伴い、併設施設の職員の兼務等を認める場合にあっても、以下の

点に十分留意いただきたい。 

－ 食事、入浴、排せつ等の介護、相談及び援助、社会生活上の便宜の供与その他の日常

生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行うことにより、入所者がその

有する能力に応じて自立し、尊厳ある日常生活を営むことができるよう、十分な数の職

員が確保され、ケアの質が担保されていること 

－ 職員の休憩時間の確保や有給休暇の取得など労務管理が適切になされるために十分

な数の職員を確保し、シフトを組むことによって、一人の職員に過度な負担がかからな

いよう配慮されていること 

 

○ 身体拘束廃止未実施減算 

問 88 身体拘束廃止未実施減算については、「身体拘束の記録を行っていない事実が生

じた場合、速やかに改善計画を市町村長に提出した後、事実が生じた月から３か月後

に改善計画に基づく改善状況を市町村長に報告することとし、事実が生じた月の翌月

から改善が認められた月までの間について減算する」こととされているが、施設から

改善計画が提出されない限り、減算の措置を行うことはできないのか。 

（答） 

改善計画の提出の有無に関わらず、事実が生じた月の翌月から減算の措置を行って差

し支えない。当該減算は、施設から改善計画が提出され、事実が生じた月から３か月以

降に当該計画に基づく改善が認められた月まで継続する。  
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○ 退所前連携加算 

問 89 介護保険施設サービスにおける退所前連携加算における「退所後の居宅における

居宅サービスの利用上必要な調整」とは、具体的にどのような調整が考えられるの

か。 

（答） 

例えば、退所後に福祉用具の利用が必要と見込まれる場合においては、福祉用具専門

相談員や居宅サービスを提供する作業療法士等と以下の連携を行うことが考えられる。 

－ 退所前から福祉用具専門相談員等と利用者の現状の動作能力や退所後に生じる生 

活課題等を共有し、利用者の状態に適した福祉用具の選定を行う。 

－ 退所する利用者が在宅で円滑に福祉用具を利用することができるよう、利用者や 

家族等に対して、入所中から福祉用具の利用方法等の指導助言を行う。 

 

○ 運営基準における栄養管理、経口移行加算、経口維持加算、低栄養リスク改善加算につ

いて 

問 90 運営基準における栄養管理、経口移行加算、経口維持加算、低栄養リスク改善加

算の算定にあたって歯科医師の関与や配置は必要か。 

（答） 

多職種共同で計画を立案する必要があるが、歯科医師の関与及び配置は必須ではなく、

必要に応じて行うものである。 

 

※ 平成 30年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（平成 30年３月 23日）問 71の修

正。 

 

○ 経口移行加算について 

問 91 経口移行加算の算定に当たっては、管理栄養士の配置は必須なのか。 

（答） 

本加算の算定要件としては管理栄養士の配置は必須ではないが、栄養管理に係る減算

に該当する場合は、算定しない。 

 

※ 平成 17年 10月改定関係Ｑ＆Ａ（平成 17年９月７日）問 74の修正。 
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○ 経口維持加算について 

問 92 原則、６月以内に限るとする算定要件が廃止されたが、６月を超えた場合の検査

やおおむね１月ごとの医師又は歯科医師の指示も不要となるか。 

（答） 

原則、６月以内に限るとする算定要件の廃止に伴い、６月を超えた場合の水飲みテスト、

頸部聴診法、造影撮影、内視鏡検査等やおおむね１月ごとの医師又は歯科医師の指示に係

る要件は廃止となったものの、月１回以上行うこととされている食事の観察及び会議等

において、検査や誤嚥防止のための食事の摂取を進めるための特別な管理を行う必要性

について検討し、必要に応じて対応されたい。 

 

問 93 経口維持加算の算定に当たっては、管理栄養士や看護師の配置は必須なのか。 

（答） 

本加算の算定要件としては管理栄養士や看護師の配置は必須ではないが、栄養管理に

係る減算に該当する場合は、算定しない。 

 

※ 介護老人福祉施設等に関するＱ＆Ａ（平成 18年３月 31日）問３の修正。 

 

（答） 

 経口維持加算は、入所者の摂食・嚥下機能が医師の診断により適切に評価されているこ

とが必要である。代表的な水飲みテスト法である窪田の方法（窪田俊夫他：脳血管障害に

おける麻痺性嚥下障害－スクリーニングテストとその臨床応用について。総合リハ、10

（2）：271－276、1982）をお示しする。 

 

※ 平成 30年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（平成 30年３月 23日）問 72の修

正。 

 

○ 口腔衛生管理加算について 

問 95 口腔衛生管理加算の算定に当たって、作成することとなっている「口腔衛生管理

加算の実施計画」はサービスを提供する利用者毎に作成するのか。 

（答） 

貴見のとおり。 

 

  

問 94 水飲みテストとはどのようなものか。 
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問 96 口腔衛生管理加算における「歯科衛生士」とは、施設職員に限定されるのか。も

しくは、協力歯科医療機関等の歯科衛生士でもよいのか。 

（答） 

施設と雇用関係にある歯科衛生士（常勤、非常勤を問わない）または協力歯科医療機関

等に属する歯科衛生士のいずれであっても算定可能である。 

ただし、算定にあたっては、協力歯科医療機関等の歯科医師の指示が必要である。 

 

※ 平成 30年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（平成 30年３月 23日）問 76の修

正。 

 

問 97 歯科衛生士による口腔衛生等の管理が月２回以上実施されている場合に算定でき

ることとされているが、月途中から介護保険施設に入所した者について、入所月は月２

回に満たない場合であっても算定できるのか。満たない場合であっても算定できるの

か。 

（答） 

月途中からの入所であっても、月２回以上口腔衛生等の管理が実施されていない場合

には算定できない。 

 

※ 平成 30年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（平成 30年３月 23日）問 78の修

正。 

 

問 98 口腔衛生管理加算は、歯科衛生士による口腔衛生等の管理が月２回以上実施され

ている場合に算定できるが、同一日の午前と午後それぞれ口腔衛生等の管理を行った

場合は２回分の実施とするのか。 

（答） 

同一日の午前と午後それぞれ口腔衛生等の管理を行った場合は、１回分の実施とな

る。 

 

※ 平成 30年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（平成 30年３月 23日）問 79の修

正。 
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【介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院、地域密着型介

護老人福祉施設】 

※ 平成 17年 10月改定関係Ｑ＆Ａ（平成 17年９月７日）問 55から問 73までは削除する。 

※ 平成 17年 10月改定関係Ｑ＆Ａ【追補版】（平成 17年 10月 27日）問 17、問 18、問 24

は削除する。 
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【介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、地域密着型介護老人福祉施設】 

〇 褥瘡マネジメント加算、褥瘡指導対策管理の算定 

問 99 褥瘡マネジメント加算、褥瘡対策指導管理は、褥瘡が発生するリスクがあるとさ

れた入所者ごとに、医師、看護師、管理栄養士、介護職員、介護支援専門員その他の職

種の者が共同して、褥瘡管理に関する褥瘡ケア計画を作成していることが要件となっ

ているが、医師の事由等により参加できない場合は、当該医師の指示を受けた創傷管理

関連の研修を修了した看護師や皮膚・排泄ケア認定看護師が参加することにして差し

支えないか。 

（答） 

差し支えない。 

 

○ 自立支援促進加算について 

問 100 加算の算定を開始しようとする場合、すでに施設に入所している入所者につい

て、提出が必要な情報は、当該時点の情報に加え、施設入所時の情報も必須なのか。 

（答） 

既に施設に入所している入所者については、入所時の介護記録等にて評価が可能であ

れば、施設入所時の情報を提出していただきたいが、やむを得ず仮に提出ができない場合

であっても、加算の算定ができなくなるものではない。 
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【介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、地域密着型介護老人福祉施設、看護

小規模多機能型居宅介護】 

○ 排せつ支援加算(Ⅰ)について 

問 101 排せつ状態が自立している入所者又は排せつ状態の改善が期待できない入所者

についても算定が可能なのか。 

（答） 

排せつ支援加算(Ⅰ)は、事業所単位の加算であり、入所者全員について排せつ状態の評

価を行い、ＬＩＦＥを用いて情報の提出を行う等の算定要件を満たしていれば、入所者全

員が算定可能である。 

 

○ 排せつ支援加算(Ⅱ)・(Ⅲ)について 

問 102 排せつ支援加算(Ⅱ)又は(Ⅲ)の算定要件について、リハビリパンツや尿失禁パッ

ド等の使用は、おむつの使用に含まれるのか。 

（答） 

使用目的によっても異なるが、リハビリパンツの中や尿失禁パッドを用いた排せつを

前提としている場合は、おむつに該当する。 

 

問 103 排せつ支援加算(Ⅱ)又は(Ⅲ)の算定要件について、終日おむつを使用していた入

所者が、夜間のみのおむつ使用となった場合は、排せつ状態の改善と評価して差し支え

ないか。 

（答） 

おむつの使用がなくなった場合に、排せつ状態の改善と評価するものであり、おむつの

使用が終日から夜間のみになったとしても、算定要件を満たすものではない。 

 

○ 褥瘡マネジメント加算(Ⅱ)について 

問 104 褥瘡マネジメント加算(Ⅱ)について、施設入所後に褥瘡が発生し、治癒後に再発

がなければ、加算の算定は可能か。 

（答） 

褥瘡マネジメント加算(Ⅱ)は、施設入所時に褥瘡の発生するリスクがあった入所者に

ついて、褥瘡の発生がない場合に算定可能である。施設入所時に褥瘡の発生するリスク

があった入所者について、入所後に褥瘡が発生した場合はその期間褥瘡マネジメント加

算(Ⅱ)を算定できず、褥瘡の治癒後に再発がない場合は褥瘡マネジメント加算(Ⅱ)を算

定できる。 
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【介護老人保健施設】 

○ かかりつけ医連携薬剤調整加算 

問 105 かかりつけ医連携薬剤調整加算については、介護老人保健施設の医師又は常勤の

薬剤師が、高齢者の薬物療法に関する内容を含む研修を受講していることとされてい

るが、公益社団法人全国老人保健施設協会、一般社団法人日本病院薬剤師会などの団体

が開催する研修において、高齢者の薬物療法に関する内容として、加齢に伴う身体機

能・薬物動態の変化、慎重な投与を要する医薬品等の内容を含む場合は、加算の算定要

件に適合すると考えて差し支えないか。 

（答） 

・ 差し支えない。 

 

・ なお、研修を受けた常勤の薬剤師は、入所者やその家族、他職種等から薬剤やその影響

等の情報収集を行い、必要な情報を医師に報告するとともに、処方変更の具体的な提案や

副作用の発現モニタリング、処方変更後の経過確認、退所に向けた用法整理等の提案等を

行うこと。 
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【（介護予防）認知症対応型通所介護】 

○ 認知症対応型通所介護と介護予防認知症対応型通所介護が一体的に行われている場合 

問 106 認知症対応型通所介護と介護予防認知症対応型通所介護を一体的に行う事業所にあ

っては、それぞれの事業ごとに利用定員を定めるのか。それとも両事業の利用者を合算して

利用定員を定めるのか。また、利用者の数が利用定員を超える場合（いわゆる定員超過減算）

については、どのように取り扱うべきか。 

（答） 

  認知症対応型通所介護と介護予防認知症対応型通所介護が一体的に行われている事業

所にあっては、認知症対応型通所介護の利用者と介護予防認知症対応型通所介護の利用

者との合算により利用定員を定めるものである。従って、例えば利用定員が 12人の事業

所にあっては、認知症対応型通所介護の利用者と介護予防認知症対応型通所介護の利用

者の合計が 12人を超えた場合に、認知症対応型通所介護事業と介護予防認知症対応型通

所介護事業それぞれについて定員超過減算が適用される。 

 

○ 事業所ごとの利用定員 

問 107 単独型・併設型指定（介護予防）認知症対応型通所介護について、単位ごとの利

用定員は 12人以下と定められているが、１事業所が同一時間帯に複数単位にてサービ

スの提供を行うこと（サービスの提供が同時に一定の距離を置いた２つの場所で行わ

れ、これらのサービスの提供が一体的に行われているといえない状況にあること）は想

定されるか。 

（答） 

  想定される。なお、複数単位にてサービス提供を行う場合、従業者については、それぞ

れの単位ごとに必要な従業者を確保する必要がある。また、設備及び備品等については、

事業所ごとに必要な設備及び備品等を備える必要がある。 
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【（介護予防）認知症対応型通所介護（いずれも共用型のみ）】 

○ 共用型指定認知症対応型通所介護事業所の利用定員 

問 108 共用型指定認知症対応型通所介護事業所の利用定員については、 

 ・ 指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護事業所においては、共同生活住居ごとに

１日当たり３人以下 

 ・ 指定地域密着型特定施設又は指定地域密着型介護老人福祉施設（ユニット型指定地域

密着型介護老人福祉施設を除く。）においては、施設ごとに１日当たり３人以下 

 ・ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設においては、ユニットごとに当該ユニッ

ト型指定地域密着型介護老人福祉施設の入居者の数と当該共用型指定（介護予防）認知

症対応型通所介護の利用者の数の合計が１日当たり 12人以下 

 とされているが、１日の利用延人員数が３人まで（12人まで）ということか。 

（答） 

  利用定員に係る要件として定められる「１日当たり３人以下（12人以下）」とは、同一

時間帯に受け入れることが可能である人数を示したものであり、従って、例えば午前のみ

（午後のみ）利用する者がいる事業所にあっては、１日の利用延人員数が３人（12 人）

を超えることも想定される。 

 

※ 指定基準、介護報酬等に関するＱ＆Ａ（平成 18年２月）問 42は削除する。 

 

問 109 共用型指定（介護予防）認知症対応型通所介護を行う指定（介護予防）認知症対応

型共同生活介護事業所に複数のユニットがある場合、または共用型指定（介護予防）認知

症対応型通所介護を行うユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設に複数のユニット

がある場合、利用者をいずれのユニットで受け入れてもよいのか。 

（答） 

  指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護事業所又はユニット型指定地域密着型介護

老人福祉施設に複数のユニットがある場合は、共用型指定認知症対応型通所介護事業所

の利用者及び指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護事業所又はユニット型指定地域

密着型介護老人福祉施設の入居者の両方に対してケアを行うのに充分な広さを確保でき

るのであれば、どのユニットで受け入れても差し支えない。 

 

※ 指定基準、介護報酬等に関するＱ＆Ａ（平成 18年２月）問 43は削除する。 
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【地域密着型介護老人福祉施設】 

○ サテライト型居住施設における栄養士又は管理栄養士の配置 

問 110 サテライト型居住施設に配置する栄養士又は管理栄養士について、本体施設の栄

養士又は管理栄養士によるサービス提供が、サテライト型居住施設の入居者に対して

適切に行われていると認められる場合でも、本体施設以外の他の社会福祉施設等の栄

養士又は管理栄養士との連携を図り、適切な栄養管理が行われていなければ、置かなけ

ればならないのか。 

（答） 

・ 指定地域密着型介護老人福祉施設（サテライト型居住施設を含む。）においては、他の

社会福祉施設等の栄養士又は管理栄養士との連携を図ることにより、当該指定地域密着

型介護老人福祉施設入居者に対する適切な栄養管理が行われている場合、栄養士又は管

理栄養士を置かないことができる。 

 

・ また、サテライト型居住施設においては、本体施設の栄養士又は管理栄養士によるサー

ビス提供が、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の入居者に対して適切に行われると

認められるときは、本体施設以外の他の社会福祉施設等の栄養士又は管理栄養士との連

携は不要であり、置かないことが可能である。 
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【居宅介護支援】 

○ 契約時の説明について 

問 111 今回の改定において、ケアマネジメントの公正中立性の確保を図る観点から、利

用者に、前６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型

通所介護、福祉用具貸与（以下、訪問介護等という。）の各サービスの利用割合及び前

６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護等の各サービスごとの、同一事業者

によって提供されたものの割合（以下、訪問介護等の割合等）の説明を行うことと定め

られたが、具体的な説明方法として、どのような方法が考えられるか。 

（答） 

・ 例えば、以下のように重要事項説明書等に記載し、訪問介護等の割合等を把握できる資

料を別紙として作成し、居宅介護支援の提供の開始において示すとともに説明すること

が考えられる。 

 

・ なお、「同一事業者によって提供されたものの割合」については、前６か月間に作成し

たケアプランに位置付けられた訪問介護等の各事業所における提供回数のうち（※同一

事業所が同一利用者に複数回提供してもカウントは１）、同一事業所によって提供された

ものの割合であるが、その割合の算出に係る小数点以下の端数処理については、切り捨て

ても差し支えない。 

 

＜例＞ 

※重要事項説明書 

第●条 当事業所のケアプランの訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与

の利用状況は別紙のとおりである。 

※別紙 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 契約時の説明について 

別紙 

 

① 前６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与

の各サービスの利用割合 

 

訪問介護 ●％ 

通所介護 ●％ 

地域密着型通所介護 ●％ 

福祉用具貸与 ●％ 

 

② 前６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与

の各サービスごとの、同一事業者によって提供されたものの割合 

 

訪問介護 ○○事業所 ●％ □□事業所 ●％ △△事業所 ●％ 

通所介護 △△事業所 ●％ ××事業所 ●％ ○○事業所 ●％ 

地域密着型通所介護 □□事業所 ●％ △△事業所 ●％ ××事業所 ●％ 

福祉用具貸与 ××事業所 ●％ ○○事業所 ●％ □□事業所 ●％ 
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問 112 今回の改定により、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された

居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通

所介護（以下「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の

数が占める割合、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サ

ービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービス

事業者又は指定地域密着型サービス事業者によって提供されたものが占める割合等を

説明することを義務づけ、それに違反した場合は報酬が減額されるが、令和３年４月以

前に指定居宅介護支援事業者と契約を結んでいる利用者に対しては、どのように取り

扱うのか。 

（答） 

・ 令和３年４月以前に契約を結んでいる利用者については、次のケアプランの見直し時に

説明を行うことが望ましい。 

・ なお、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画に

位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定

地域密着型サービス事業者によって提供されたものが占める割合について、当該事業所

が、令和３年４月中に新たに契約を結ぶ利用者等において、当該割合の集計や出力の対応

が難しい場合においては、５月以降のモニタリング等の際に説明を行うことで差し支え

ない。 

  

≪参考≫ 

・第４条第２号 

指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじめ、居

宅サービス計画が第一条の二に規定する基本方針及び利用者の希望に基づき作成される

ものであり、利用者は複数の指定居宅サービス事業者等を紹介するよう求めることがで

きること、前六月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計

画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下こ

の項において「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数

が占める割合、前六月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービ

ス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者

又は指定地域密着型サービス事業者によって提供されたものが占める割合等につき説明

を行い、理解を得なければならない。 

 

・通知：第２の３（２） 

基準第４条は、基本理念としての高齢者自身によるサービス選択を具体化したもので

ある。利用者は指定居宅サービスのみならず、指定居宅介護支援事業者についても自由

に選択できることが基本であり、指定居宅介護支援事業者は、利用申込があった場合に
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は、あらかじめ、当該利用申込者又はその家族に対し、当該指定居宅介護支援事業所の

運営規程の概要、介護支援専門員の勤務の体制、秘密の保持、事故発生時の対応、苦情

処理の体制等の利用申込者がサービスを選択するために必要な重要事項を説明書やパン

フレット等の文書を交付して説明を行い、当該指定居宅介護支援事業所から居宅介護支

援を受けることにつき同意を得なければならないこととしたものである。なお、当該同

意については、利用者及び指定居宅介護支援事業者双方の保護の立場から書面によって

確認することが望ましいものである。 

また、指定居宅介護支援は、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立

って行われるものであり、居宅サービス計画は基準第１条の２の基本方針及び利用者の

希望に基づき作成されるものである。このため、指定居宅介護支援について利用者の主

体的な参加が重要であり、居宅サービス計画の作成にあたって利用者から介護支援専門

員に対して複数の指定居宅サービス事業者等の紹介を求めることや、居宅サービス計画

原案に位置付けた指定居宅サービス事業者等の選定理由の説明を求めることが可能であ

ること等につき十分説明を行わなければならない。なお、この内容を利用申込者又はそ

の家族に説明を行うに当たっては、理解が得られるよう、文書の交付に加えて口頭での

説明を懇切丁寧に行うとともに、それを理解したことについて必ず利用申込者から署名

を得なければならない。 

また、基準第１条の２の基本方針に基づき、指定居宅介護支援の提供にあたっては、

利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供される指定

居宅サービス等が特定の種類又は特定の指定居宅サービス事業者等に不当に偏すること

のないよう、公正中立に行わなければならないこと等を踏まえ、前６月間に当該指定居

宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所

介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下この⑵において「訪問介護等」とい

う。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合、前６月間に当該

指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介

護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事

業者によって提供されたものが占める割合（上位３位まで）等につき十分説明を行わな

ければならない。    

なお、この内容を利用者又はその家族に説明を行うに当たっては、理解が得られるよ

う、文書の交付に加えて口頭での説明を懇切丁寧に行うとともに、それを理解したこと

について必ず利用者から署名を得なければならない。 

また、前６月間については、毎年度２回、次の期間における当該事業所において作成

された居宅サービス計画を対象とする。 

① 前期（３月１日から８月末日） 

② 後期（９月１日から２月末日） 
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なお、説明については、指定居宅介護支援の提供の開始に際し行うものとするが、そ

の際に用いる当該割合等については、直近の①もしくは②の期間のものとする。 

また、利用者が病院又は診療所に入院する場合には、利用者の居宅における日常生活

上の能力や利用していた指定居宅サービス等の情報を入院先医療機関と共有すること

で、医療機関における利用者の退院支援に資するとともに、退院後の円滑な在宅生活へ

の移行を支援することにもつながる。基準第４条第３項は、指定居宅介護支援事業者と

入院先医療機関との早期からの連携を促進する観点から、利用者が病院又は診療所に入

院する必要が生じた場合には担当の介護支援専門員の氏名及び連絡先を当該病院又は診

療所に伝えるよう、利用者又はその家族に対し事前に協力を求める必要があることを規

定するものである。なお、より実効性を高めるため、日頃から介護支援専門員の連絡先

等を介護保険被保険者証や健康保険被保険者証、お薬手帳等と合わせて保管することを

依頼しておくことが望ましい。 
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○ 特定事業所加算 

問 113 特定事業所加算(Ⅰ)、(Ⅱ)、(Ⅲ)及び(Ａ)において新たに要件とされた、「必要

に応じて、多様な主体により提供される利用者の日常生活全般を支援するサービスが

包括的に提供されるような居宅サービス計画を作成していること」については、必要性

を検討した結果、多様な主体により提供される利用者の日常生活全般を支援するサー

ビスを位置付けたケアプランが事業所の全てのケアプランのうち１件もない場合につ

いても算定できるのか。 

（答） 

  算定できる。なお、検討の結果位置付けなかった場合、当該理由を説明できるようにし

ておくこと。 

 

○ 特定事業所加算 

問 114 特定事業所加算(Ⅰ)、(Ⅱ)、(Ⅲ)及び(Ａ)において新たに要件とされた、多様な

主体により提供される利用者の日常生活全般を支援するサービスとは具体的にどのよ

うなサービスを指すのか。 

（答） 

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について（平成 11年７月 29日

老企第 22号）３⑺④を参照されたい。 

  

≪参考≫ 

・通知：第２の３⑺④ 

居宅サービス計画は、利用者の日常生活全般を支援する観点に立って作成されること

が重要である。このため、居宅サービス計画の作成又は変更に当たっては、利用者の希望

や課題分析の結果に基づき、介護給付等対象サービス以外の、例えば、市町村保健師等が

居宅を訪問して行う指導等の保健サービス、老人介護支援センターにおける相談援助及

び市町村が一般施策として行う配食サービス、寝具乾燥サービスや当該地域の住民によ

る見守り、配食、会食などの自発的な活動によるサービス等、更には、こうしたサービス

と併せて提供される精神科訪問看護等の医療サービス、はり師・きゅう師による施術、保

健師・看護師・柔道整復師・あん摩マッサージ指圧師による機能訓練なども含めて居宅サ

ービス計画に位置付けることにより総合的な計画となるよう努めなければならない。 

なお、介護支援専門員は、当該日常生活全般を支援する上で、利用者の希望や課題分析

の結果を踏まえ、地域で不足していると認められるサービス等については、介護給付等対

象サービスであるかどうかを問わず、当該不足していると思われるサービス等が地域に

おいて提供されるよう関係機関等に働きかけていくことが望ましい。 
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○ 居宅介護支援費(Ⅱ)の要件 

問 115 情報通信機器の活用について、「情報通信機器」を具体的に示されたい。 

（答） 

・ 情報通信機器については、「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪

問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援

に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成 12

年３月１日老企第 36号）第３の７の「⑵ 情報通信機器（人工知能関連技術を含む）の

活用」において、情報通信機器（人工知能関連技術を含む）については、 

当該事業所の介護支援専門員が行う指定居宅介護支援等基準第 13 条に掲げる一連

の業務等の負担軽減や効率化に資するものとするが、具体的には、例えば、 

・ 当該事業所内外や利用者の情報を共有できるチャット機能のアプリケーションを

備えたスマートフォン 

・ 訪問記録を随時記載できる機能（音声入力も可）のソフトウエアを組み込んだタブ

レット 

等とする。 

この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報

の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関

するガイドライン」等を遵守すること。 

としているところ。 

 

・ 具体的には、例えば、以下の目的や機能を有していることを想定しているが、情報通信

機器等を活用する場合については、その体制に係る届出書を提出することとしているた

め、これらの具体例を踏まえ、個々の状況等に応じて個別具体的に判断されるものである。 

 

＜例＞ 

 ○ 利用者に係る情報共有を即時、かつ、同時に可能とする機能や関係者との日程調整の

機能を有しているもの。 

○ ケアプラン等の情報をいつでも記録、閲覧できる機能を有しているもの。 
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○ 居宅介護支援費(Ⅱ)の要件 

問 116 情報通信機器（人工知能関連技術を含む）の活用や事務職員の配置にあたっての

当該事業所の介護支援専門員が行う基準第 13条に掲げる一連の業務等について具体例

を示されたい。 

（答） 

  基準第 13 条に掲げる一連の業務等については、基準第 13 条で定める介護支援専門員

が行う直接的なケアマネジメント業務の他に、例えば、以下のような間接的なケアマネジ

メント業務も対象とする。 

 

＜例＞ 

○ 要介護認定調査関連書類関連業務 

 ・ 書類の受領、打ち込み、複写、ファイリングなど 

○ ケアプラン作成関連業務 

 ・ 関連書類の打ち込み、複写、ファイリングなど 

○ 給付管理関連業務 

 ・ 関連書類の打ち込み、複写、ファイリングなど 

○ 利用者や家族との連絡調整に関する業務 

○ 事業所との連絡調整、書類発送等業務 

○ 保険者との連絡調整、手続きに関する業務 

○ 給与計算に関する業務 等 

 

○ 居宅介護支援費(Ⅱ)の要件 

問 117 事務職員の配置について、当該事業所の介護支援専門員が行う基準第 13 条に掲

げる一連の業務等の負担軽減や効率化に資する職員については、当該事業所内の配置

に限らず、同一法人内の配置でも認められるが、認められる場合について具体例を示さ

れたい。 

（答） 

具体例として、次のような場合に算定できる。これらの具体例を踏まえ、個々の状況等

に応じて個別具体的に判断されるものである。 

 

＜例＞ 

※ 当該事業所の介護支援専門員が行う基準第 13条に掲げる一連の業務等の負担軽減や効

率化に資することが前提 

・ 法人内に総務部門の部署があり、事務職員を配置 

・ 併設の訪問介護事業所に事務職員を配置 等  
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○ 通院時情報連携加算 

問 118 通院時情報連携加算の「医師等と連携を行うこと」の連携の内容、必要性や方法

について、具体的に示されたい。 

（答） 

・ 通院時に係る情報連携を促す観点から、「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に

関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指

定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項に

ついて」（平成 12年３月１日老企第 36号）第３の「15 通院時情報連携加算」において、

医師等に利用者の心身の状況や生活環境等の必要な情報提供を行い、医師等から利用者

に関する必要な情報提供を受けることとしている。 

 

・ なお、連携にあたっては、利用者に同席する旨や、同席が診療の遂行に支障がないかど

うかを事前に医療機関に確認しておくこと。 

 

○ 居宅介護支援費の請求方法について 

問 119 病院等から退院・退所する者等であって、医師が一般に認められている医学的知

見に基づき回復の見込みがないと診断した利用者について、当該利用者に対してモニ

タリング等の必要なケアマネジメントを行い、給付管理票の作成など、請求にあたって

必要な書類の整備を行っている場合の請求方法について具体的に示されたい。 

（答） 

・ 当初、ケアプランで予定されていたサービス事業所名、サービス種類名を記載し、給付

計画単位数を０単位とした給付管理票及び居宅介護支援介護給付費明細書を併せて提出

することにより請求する。 

・ また、当該請求方法は新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準

等の臨時的な取扱いについて（第 11報）（令和２年５月 25日事務連絡）の問５（臨時的

取扱いという。以下同じ。）に基づいて請求する場合も同様の取扱いとする。 

・ なお、当該臨時的取扱いについては介護予防支援費も同様の取扱いとする。 
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○ 退院・退所加算 

問 120 カンファレンスに参加した場合は、「利用者又は家族に提供した文書の写しを添

付すること」としているが、具体例を示されたい。 

（答） 

・ 具体例として、次のような文書を想定しているが、これらの具体例を踏まえ、個々の状

況等に応じて個別具体的に判断されるものである。 

 

・ なお、カンファレンスに参加した場合の記録については、居宅介護支援経過（第５表） 

 の他にサービス担当者会議の要点（第４表）の活用も可能である。 

 

＜例＞ 

・ カンファレンスに係る会議の概要、開催概要、連携記録 等 
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【介護予防訪問リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション、介護予防訪問看

護】 

○ 利用開始した月から 12月を超えた場合の減算 

問 121 介護予防訪問・通所リハビリテーション及び介護予防訪問看護からの理学療法

士・作業療法士・言語聴覚士による訪問について、当該事業所においてサービスを継続

しているが、要介護認定の状態から要支援認定へ変更となった場合の取扱如何。 

（答） 

・ 法第 19条第２項に規定する要支援認定の効力が生じた日が属する月をもって、利用が

開始されたものとする。 

 

・ ただし、要支援の区分が変更された場合（要支援１から要支援２への変更及び要支援

２から要支援１への変更）はサービスの利用が継続されているものとみなす。 
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【介護予防訪問リハビリテーション】 

○ 事業所評価加算 

問 122 事業所評価加算は、同加算を算定する年度の初日の属する年の前年の１月から 12

月（基準に適合しているものとして届け出た年においては、届出の日から同年 12月ま

での期間）において一定の実績をもとに算定ができるものとされているところである

が、令和３年４月から令和４年３月においては、従前（令和３年度介護報酬改定以前）

の基準に基づいて算定を行っても差し支えないか。 

（答） 

令和３年４月から令和４年３月に限り、令和２年１月から 12月の実績については従前

（令和３年度介護報酬改定以前）の基準に基づいて算定する。 

 

【介護予防通所リハビリテーション】 

※ 平成 18年４月改定関係Ｑ＆Ａ（Vol.１）（平成 18年３月 22日）問 31は削除する。 
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【共生型サービス】 

○ 共生型サービスの指定について 

問 123 共生型サービスの指定にあたっては、現行の「訪問介護」、「通所介護」、「短期入

所生活介護」として指定するのか。それとも、新しいサービス類型として、「共生型訪

問介護」、「共生型通所介護」、「共生型短期入所生活介護」として指定が必要となるの

か。それとも「みなし指定」されるのか。 

（答） 

・ 共生型サービスは、介護保険又は障害福祉のいずれかの居宅サービス（デイサービス、

ホームヘルプサービス、ショートステイ）の指定を受けている事業所が、もう一方の制度

における居宅サービスの指定も受けやすくする、あくまでも「居宅サービスの指定の特例」

を設けたものであるため、従前通り「訪問介護」、「通所介護」、「短期入所生活介護」とし

て、事業所の指定申請に基づき自治体が指定する。 

 

・ なお、当該指定の申請は、既に障害福祉サービスの指定を受けた事業所が行うこととな

るが、いずれの指定申請先も都道府県（＊）であるため、指定手続について可能な限り簡

素化を図る観点から、障害福祉サービス事業所の指定申請の際に既に提出した事項につ

いては、申請書の記載又は書類の提出を省略できることとしているので、別添を参照され

たい。 

 

（＊）定員 18人以下の指定生活介護事業所等は、（共生型）地域密着型通所介護事業所とし

て指定を受けることとなるが、当該指定申請先は市町村であるため、申請書又は書類の提

出は、生活介護事業所等の指定申請の際に既に都道府県に提出した申請書又は書類の写

しを提出することにより行わせることができることとしている。 

 

※ 指定障害福祉サービス事業所が、（「共生型サービスの指定の特例」を受けることなく、

通常の）介護保険の居宅サービスの指定の申請を行う場合についても同様の取扱いとす

る。 
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別添 

共生型サービス事業所の指定手続の省略・簡素化（平成 30年 10月１日～） 

 

○ 共生型介護保険サービスの事業所の指定手続にあたっては、障害福祉と介護保険で相互に共通又は類似する

項目について、指定の更新の際に申請書の記載又は書類の提出の省略が可能な事項を基本としつつ、以下のと

おり省略又は簡素化できることとする。 

 

（１）訪問介護（介護保険法施行規則第 114条第４項による省略） 

介護保険法施行規則 障害者総合支援法施行規則 省略 

可否 （第 114条） 

訪問介護 

（第 34条の７） 

居宅介護・重度訪問介護 

一 事業所（当該事業所の所在地以外の場所に

当該事業所の一部として使用される事務所を

有するときは、当該事務所を含む。）の名称及

び所在地 

一 事業所（当該事業所の所在地以外の場所に

当該事業所の一部として使用される事務所を

有するときは、当該事務所を含む。）の名称及

び所在地 

× 

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並

びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び

職名 

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並

びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び

職名 

× 

 

三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 × 

四 申請者の登記事項証明書又は条例等 四 申請者の登記事項証明書又は条例等 ○ 

五 事業所の平面図 五 事業所の平面図 ○ 

五の二 利用者の推定数 - - 

六 事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所

並びにサービス提供責任者の氏名、生年月

日、住所及び経歴 

六 事業所の管理者及びサービス提供責任者

（中略）の氏名、生年月日、住所及び経歴 

○ 

 

七 運営規程 七 運営規程 × 

八 利用者からの苦情を処理するために講ずる措

置の概要 

八 利用者又はその家族からの苦情を解決する

ために講ずる措置の概要 

○ 

 

九 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の

体制及び勤務形態 

九 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の

体制及び勤務形態 

× 

十 法第七十条第二項各号（中略）に該当しない

ことを誓約する書面（以下略） 

十 法第三十六条第三項各号に該当しないことを

誓約する書面（以下略） 

× 

 

十一 その他指定に関し必要と認める事項 十一 その他指定に関し必要と認める事項 × 
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（２）通所介護（介護保険法施行規則第 119条第４項による省略・簡素化） 

※地域密着型通所介護も同様（介護保険法施行規則第 131条の３の２第５項による省略・簡素化） 

介護保険法 

施行規則 

（第 119条） 

通所介護 

児童福祉法施行規則 障害者総合支援法施行規則 省略 

可否 
（第 18条の 27） 

児童発達支援 

（第 18条の 29） 

放課後等 

デイサービス 

（第 34条の９） 

生活介護 

（第 34条の 14） 

自立訓練 

（機能訓練） 

（第 34条の 15） 

自立訓練 

（生活訓練） 

一  事業所（当

該事業所の

所在地以外

の場所に当

該申請に係る

事業の一部を

行う施設を有

するときは、

当該施設を含

む。）の名称

及び所在地 

一  事業所（当

該事業所の

所在地以外

の場所に当

該事業所の

一部として使

用される事務

所を有すると

きは、当該事

務 所 を 含

む。）の名称

及び所在地 

一  事業所（当

該事業所の

所在地以外

の場所に当

該事業所の

一部として使

用される事務

所を有すると

きは、当該事

務 所 を 含

む。）の名称

及び所在地 

一 事業所の名

称及び所在

地 

 

一 事業所の名

称及び所在

地 

 

一 事業所の名

称及び所在

地 

 

× 

 

二 申請者の名

称及び主たる

事務所の所

在地並びにそ

の代表者の

氏名、生年月

日、住所及び

職名 

二 申請者の名

称及び主たる

事務所の所

在地並びにそ

の代表者の

氏名、生年月

日、住所及び

職名 

二 申請者の名

称及び主たる

事務所の所

在地並びにそ

の代表者の

氏名、生年月

日、住所及び

職名 

二 申請者の名

称及び主たる

事務所の所

在地並びにそ

の代表者の

氏名、生年月

日、住所及び

職名 

二 申請者の名

称及び主たる

事務所の所

在地並びにそ

の代表者の

氏名、生年月

日、住所及び

職名 

二 申請者の名

称及び主たる

事務所の所

在地並びにそ

の代表者の

氏名、生年月

日、住所及び

職名 

× 

 

三 当該申請に

係る事業の開

始の予定年

月日 

三 当該申請に

係る事業の開

始の予定年

月日 

三 当該申請に

係る事業の開

始の予定年

月日 

三 当該申請に

係る事業の開

始の予定年

月日 

三 当該申請に

係る事業の開

始の予定年

月日 

三 当該申請に

係る事業の開

始の予定年

月日 

× 

四 申請者の事

項証明書又

は条例等 

四 申請者の登

記事項証明

書又は条例

等 

四 申請者の登

記事項証明

書又は条例

等 

四 申請者の登

記事項証明

書又は条例

等 

四 申請者の登

記事項証明

書又は条例

等 

四 申請者の登

記事項証明

書又は条例

等 

○ 

五  事業所（当

該事業所の

所在地以外

の場所に当

該申請に係る

事業の一部を

行う施設を有

するときは、

当該施設を含

む。）の平面

図（各室の用

途を明示する

ものとする。）

及び設備の

概要 

 

五 事業所の平

面図（各室の

用途を明示す

る も の と す

る。）及び設

備の概要 

 

五 事業所の平

面図（各室の

用途を明示す

る も の と す

る。）及び設

備の概要 

 

五 事業所の平

面図（各室の

用途を明示す

るものとす

る。）及び設

備の概要 

五 事業所の平

面図（各室の

用途を明示す

るものとす

る。）及び設

備の概要 

五 事業所の平

面図（各室の

用途を明示す

るものとす

る。）及び設

備の概要 

○ 
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－ 六 利用者の推

定数 

六 利用者の推

定数 

六 利用者の推

定数 

六 利用者の推

定数 

六 利用者の推

定数 

× 

六 事業所の管

理者の氏名、

生年月日及

び住所 

 

七 事業所の管

理者及び児

童発達支援

管理責任者

（中略）の氏

名 、 生 年 月

日、住所及び

経歴 

七 事業所の管

理者及び児

童発達支援

管理責任者

の氏名、生年

月日、住所及

び経歴 

七 事業所の管

理者及びサー

ビス管理責任

者の氏名、生

年月日、住所

及び経歴 

七 事業所の管

理者及びサー

ビス管理責任

者の氏名、生

年月日、住所

及び経歴 

七 事業所の管

理者及びサー

ビス管理責任

者の氏名、生

年月日、住所

及び経歴 

○ 

七 運営規程 八 運営規程 八 運営規程 八 運営規程 八 運営規程 八 運営規程 × 

八 利用者から

の苦情を処理

するために講

ずる措置の概

要 

九 障害児又は

その家族から

の苦情を解決

するために講

ずる措置の概

要 

九 障害児又は

その家族から

の苦情を解決

するために講

ずる措置の概

要 

九 利用者又は

その家族から

の苦情を解決

するために講

ずる措置の概

要 

九 利用者又は

その家族から

の苦情を解決

するために講

ずる措置の概

要 

九 利用者又は

その家族から

の苦情を解決

するために講

ずる措置の概

要 

○ 

 

九 当該申請に

係る事業に係

る従業者の勤

務の体制及

び勤務形態 

十 当該申請に

係る事業に係

る従業者の勤

務の体制及

び勤務形態 

十 当該申請に

係る事業に係

る従業者の勤

務の体制及

び勤務形態 

十 当該申請に

係る事業に係

る従業者の勤

務の体制及

び勤務形態 

十 当該申請に

係る事業に係

る従業者の勤

務の体制及

び勤務形態 

十 当該申請に

係る事業に係

る従業者の勤

務の体制及

び勤務形態 

× 

- - - 十一 指定障害

福祉サービス

基準第九十

一条の協力

医療機関の

名称及び診

療科名並びに

当該協力医

療機関との契

約の内容 

十一 指定障害

福祉サービス

基準第百六

十二条におい

て準用する指

定障害福祉

サービス基準

第九十一条

の協力医療

機関の名称

及び診療科

名並びに当該

協力医療機

関との契約の

内容 

十一 指定障害

福祉サービス

基準第百七

十一条におい

て準用する指

定障害福祉

サービス基準

第九十一条

の協力医療

機関の名称

及び診療科

名並びに当該

協力医療機

関との契約の

内容 

× 

 

十 誓約書 十一 法第二十

一条の五の

十五第三項

各号に該当し

ないことを誓

約す る書面

（以下略） 

十一 誓約書 十二 誓約書 十二 誓約書 十二 誓約書 × 

十一 その他指

定に関し必要

と認める事項 

十二 その他指

定に関し必要

と認める事項 

十二 その他指

定に関し必要

と認める事項 

十三 その他指

定に関し必要

と認める事項 

十三 その他指

定に関し必要

と認める事項 

十三 その他指

定に関し必要

と認める事項 

× 

 

  



84 

 

 

 

（３）短期入所生活介護（介護保険法施行規則第 121条第５項による省略） 

※介護予防短期入所生活介護も同様（介護保険法施行規則第 140条の 10第５項による省略） 

介護保険法施行規則 障害者総合支援法施行規則 省略 

可否 （第 121条） 

短期入所生活介護 

（第 34条の 11） 

短期入所 

一 事業所の名称及び所在地 一 事業所の名称及び所在地 × 

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並

びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び

職名 

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並

びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び

職名 

× 

 

三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 × 

四 申請者の登記事項証明書又は条例等 四 申請者の登記事項証明書又は条例等 ○ 

五 当該申請に係る事業を指定居宅サービス等

基準第百二十一条第二項の規定の適用を受け

る特別養護老人ホームにおいて行う場合又は

同条第四項に規定する併設事業所（次号にお

いて「併設事業所」という。）において行う場合に

あっては、その旨 

五 事業所の種別（指定障害福祉サービス基準

第百十五条第一項に規定する併設事業所（次

号及び第七号において「併設事業所」という。）

又は同条第二項の規定の適用を受ける施設の

別をいう。） 

× 

六 建物の構造概要及び平面図（当該申請に係

る事業を併設事業所において行う場合にあって

は、指定居宅サービス等基準第百二十四条第

三項に規定する併設本体施設又は指定居宅サ

ービス等基準第百四十条の四第三項に規定す

るユニット型事業所併設本体施設の平面図を

含む。）（各室の用途を明示するものとする。）

並びに設備の概要 

六 建物の構造概要及び平面図（当該申請に係

る事業を併設事業所において行う場合にあって

は、指定障害福祉サービス基準第百十七条第

二項に規定する併設本体施設の平面図を含

む。）（各室の用途を明示するものとする。）並

びに設備の概要 

○ 

七 当該申請に係る事業を指定居宅サービス等

基準第百二十一条第二項の規定の適用を受け

る特別養護老人ホームにおいて行うときは当該

特別養護老人ホームの入所者の定員、当該特

別養護老人ホーム以外の事業所において行う

ときは当該申請に係る事業の開始時の利用者

の推定数 

七 当該申請に係る事業を併設事業所において

行うときは利用者の推定数、指定障害福祉サ

ービス基準第百十五条第二項の規定の適用を

受ける施設において行うときは当該施設の入

所定員 

× 

八 事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所 八 事業所の管理者の氏名、生年月日、住所及

び経歴 

○ 

九 運営規程 九 運営規程 × 

十 利用者からの苦情を処理するために講ずる措

置の概要 

十 利用者又はその家族からの苦情を解決する

ために講ずる措置の概要 

○ 

十一 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務

の体制及び勤務形態 

十一 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務

の体制及び勤務形態 

× 

十二 指定居宅サービス等基準第百三十六条

（指定居宅サービス等基準第百四十条の十三

において準用する場合を含む。）の協力医療機

関の名称及び診療科名並びに当該協力医療

機関との契約の内容 

十二 指定障害福祉サービス基準第百二十五条

において準用する指定障害福祉サービス基準

第九十一条の協力医療機関の名称及び診療

科名並びに当該協力医療機関との契約の内容 

○ 

十三 誓約書 十三 誓約書 × 

十四 その他指定に関し必要と認める事項 十四 その他指定に関し必要と認める事項 × 
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○ サービス提供体制強化加算、介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算につ

いて 

問 124 共生型介護保険サービス事業所についても、サービス提供体制強化加算や介護職

員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算の算定要件を満たすことができれば、同

加算を算定してよいか。 

（答） 

  貴見のとおり。 

 

問 125 共生型介護保険サービスを提供する障害福祉サービス事業所においては、人員配

置基準上、介護職員の配置は求められていない。このため、共生型介護保険サービス事

業所がサービス提供体制強化加算や介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善

加算を算定するにあたっては、当該障害福祉サービス事業所のホームヘルパーや生活

支援員等の「福祉・介護職員」を介護職員とみなすこととして差し支えないか。 

（答） 

  差し支えない。 
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【サービス提供体制強化加算】 

問 126 「10 年以上介護福祉士が 30％」という最上位区分の要件について、勤続年数は

どのように計算するのか。 

（答） 

・ サービス提供体制強化加算における、勤続 10年以上の介護福祉士の割合に係る要件に

ついては、 

－ 介護福祉士の資格を有する者であって、同一法人等での勤続年数が 10年以上の者の

割合を要件としたものであり、 

－ 介護福祉士の資格を取得してから 10年以上経過していることを求めるものではない

こと。 

 

・ 「同一法人等での勤続年数」の考え方について、 

－ 同一法人等（※）における異なるサービスの事業所での勤続年数や異なる雇用形態、

職種（直接処遇を行う職種に限る。）における勤続年数 

－ 事業所の合併又は別法人による事業の承継の場合であって、当該施設・事業所の職員

に変更がないなど、事業所が実質的に継続して運営していると認められる場合の勤続

年数 

は通算することができる。 

（※）同一法人のほか、法人の代表者等が同一で、採用や人事異動、研修が一体として行

われる等、職員の労務管理を複数法人で一体的に行っている場合も含まれる。 

 

・ なお、介護職員等特定処遇改善加算において、当該事業所における経験・技能のある介

護職員の「勤続年数 10年の考え方」とは異なることに留意すること。 

 

※ 平成 21年４月改定関係Ｑ＆Ａ（Voi.１）（平成 21年３月 23日）問５は削除する。 
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【介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算】 

問 127 職場環境等要件に基づく取組として「介護職員の身体の負担軽減のための介護技

術の修得支援、介護ロボットやリフト等の介護機器等導入及び研修等による腰痛対策

の実施」が設けられたが、新たに取組みを行うにあたり参考にできるものはあるか。 

（答） 

 介護職員の腰痛予防対策の観点から、「職場における腰痛予防対策指針」（平成 25年６

月 18 日付基発 0618 第３号「職場における腰痛予防対策の推進について」参考２別添）

を公表しており参考にされたい。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000034et4-att/2r98520000034pjn_1.pdf 

https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000034et4-att/2r98520000034pjn_1.pdf

